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廃案となった共通番号法案の
再提出をゆるしてはならない

前
民主党政権は、時代遅れの危ないフラ

ット・モデルの共通番号制（マイナン

バー制）の導入に闇雲に走っていた。

衆院解散で、「マイナンバー法案」は廃案とな

った。

野田氏を棟梁に選んでからの民主党の政権運

営は、財務省など官庁のお抱え運転手のように

なってしまった。年末の衆院選挙のマニフェス

トでも、「消費税増税」に加え、「共通番号

（マイナンバー）制」の導入をうたっていた。

もともと、共通番号導入は、民主党政権にかわ

る前の自民党政権で叫ばれていたものである。

民主党の衆院選挙惨敗をうけて再登場した自民

党を中心とした政権も、共通番号法案に類似す

るものを国会再提出を画策するに違いない。

だが、アメリカ、韓国、スウェーデンなど共

通番号を採用する諸国ではいずれも、フラッ

ト・モデルの共通番号の犯罪ツール化が深刻な

社会問題になっている。このため、共通番号

（汎用番号）から分野別の複数番号制へ移行す

る対策を模索する動きも出てきている。とりわ

け、アメリカにおける共通番号からセクトラ

ル・モデルの分野別個人番号の転換の動きから

学び取らなければならないところは大きい。

わが国で、仮に新たな番号制の導入を模索す

るにしても、危ない共通番号の導入は止めて、

セクトラル・モデルの番号制の導入を検討すべ

きである。したがって、課税分野では、法人・

個人とも国税庁が発行する納税者番号（課税分

野固有の番号）の導入を考えるべきである。年

金分野や医療分野にしても同様である。わが国

の場合、すでに住基ネットがあることから、分

野別に異なる個人番号を使っていても、住民票

コードから生成した秘匿の符号等で紐付け、デ

ータ照合が可能である。

サイバー取引ではパスワードを常に換えるこ

とでセキュリティを確保する時代である。にも

かかわらず、共通番号の導入・利用の強制は、

「生れてから死ぬまであらゆる取引に同じパス

ワードを使え」と言うのに等しい。あるいは、

賃貸マンションの大家（貸手）が店子（借手）

にマスターキーを配って、安心・安全と言って

いるようなものである。

「共通番号でも、不正利用や成りすまし犯罪

には第三者機関を設置し、厳罰で臨むから大丈

夫」の考えは、まったくの誤りである。

時代遅れで、成りすまし犯罪や国家安全保障

上も危ないフラット・モデルの共通番号制は絶

対に要らない。年頭の寒さのなかでしばし頭を

冷やそう。

本年も、こころからPIJのご支援をお願いし
ます。

２０１３年１月７日
PIJ代表 石 村 耕 治
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アメリカ、医療分野も共通番号
から分野別番号へ転換の動き

石村耕治（PIJ代表）PIJ

国防総省に続き、メディケア（高齢者医療）も
共通番号（ＳＳＮ）から分野別番号に転換か

共通番号導入反対プロジェクト

◆　アメリカで加速する危ない共通番号から

安心・安全な分野別番号への動き

アメリカでは、共通番号である社会保障番号

（ＳＳＮ＝Social Security Number）の不正利用、

成りすまし犯罪がきわめて深刻な状況にある。こ

のため、ＣＮＮニューズ７０号での紹介および本

号末尾で再紹介するように、国防総省（ＤＯＤ＝

Department of Defense）が長い間、個人番号とし

て使ってきた共通番号（ＳＳＮ／社会保障番号）

に換えて新たな１１ケタの「国防総省本人確認番

号（DOD ID number）」を使うことにした。

また、２０１１年１月から、連邦課税庁（ＩＲ

Ｓ＝Internal Revenue Service／内国歳入庁）も、成

りすまし不正申告の被害を受けた個人納税者向け

に「身元保護個人納税者番号（ＩＰＰＩＮ＝Iden-

tity Protection Personal Identification Number）」の

発行を開始した。

さらに、連邦議会は、２０１２年８月１日に、

深刻化する共通番号関連成りすまし犯罪に対処す

るねらいから、下院歳入委員会において、「メデ

ィケア（高齢者医療）カードから共通番号（ＳＳ

Ｎ）を削除することに関する公聴会（Joint Heari-
ng on Removing Social Security Numbers from Bene-

ficiaries’ Medicare Cards）」を開催した（http://wa-
ysandmeans.house.gov/calendar/eventsingle.aspx?Eve

ntID=304665）。

◆　メディケア・カードから犯罪ツール化し

た共通番号を削除の動き

現在、メディケア（高齢者医療）カードの表面

には、受給番号（medicare claim number）として

共通番号（社会保障番号／ＳＳＮ）が記載されて

いる。しかし、このカードの紛失や盗難がもと

で、券面に記載された共通番号が悪用され、成り

すまし犯罪の被害者が多発し、深刻な社会問題化

している。

このため、２０１１年末に、連邦議会下院に、

メディケア・カードの表面から共通番号（ＳＳ

Ｎ）を削除するための法案「２０１１年メディケ

ア成りすまし犯罪規制法（Medicare Identity Theft

Prevention Act of 2011）」〔下院法案１５０９

号〕が、提出された。議員立法の提案者は、サミ

ュエル・ジョンソン下院議員〔テキサス州選出・

共和党所属〕である。

今回（２０１２年８月１日）の公聴会は、この法

案の制定をすすめるために開催されたものである。

この公聴会では、保健・社会福祉省所管のメデ

メディケア（高齢者医療）カード・サンプル

掲載を省略します

掲載を省略します
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ィケア・メディケイドサービス・センターの職員

や政府検査院の教育・就労・所得補償担当部長が

証言にたった。これら証言者は、犯罪ツール化し

た共通番号をメディケア（高齢者医療）カードに

使い続けることの危険性を指摘した。一刻も早

く、メディケア・カードから共通番号を削除しな

いと高齢者が成りすまし犯罪のターゲットにな

り、被害拡大が懸念されると警告した。一方で、

新たな分野別番号、つまり「メディケア受給者識

別子（ＭＢＩ＝Medicare Beneficiary Identifier）を

導入し、共通番号からＭＢＩに転換するのはよい

案であるとしながらも、コスト（費用）が巨額に

上るのが難点と指摘した。

高齢者は、いつ倒れてもすぐに医療サービスが

受けられるようにとのことで、メディケア・カー

ドを常に持ち歩くことが多い。しかし、こうした

習慣が、カード紛失・盗難などにより、成りすま

し犯罪の被害などの災いにつながることも多い。

原因は、メディケア受給番号（medicare claim nu-

mber）に各人の共通番号（ＳＳＮ）が使われ、カ

ードの券面に記載されているためである。

◆　国防総省、共通番号から分野別番号へ転換

国防総省（ＤＯＤ）は、現役および退役軍人や

その家族、予備役を含む軍関係者を対象に「共通

アクセスカード（ＣＡＣ＝Common Access Card／

DOD ID card）」を発行している。このカード

は、国防省関連施設や国防総省のコンピュータシ

ステムや総ネットワークへのアクセスに使用され

る。このカードは、電子認証機能を有するととも

に、さまざまな個人情報を記録することができ

る。また、カードには、個人番号、写真などが記

載されている。

国防総省は、長い間、個人番号として共通番号

（ＳＳＮ／社会保障番号）を採用し、各人の社会

保障番号（ＳＳＮ）をカード面に記載して発行し

てきた。しかし、軍属のフライバシー漏えいや成

１９６５年にスタートした「メディケア（Medica-

re）」や「メディケイド（Medicaid）」のような公的

医療保険制度は、典型的な現物給付型の社会保障・福祉

プログラムである。わが国は医療保険について国民皆保

険制度を維持している。これに対して、アメリカの医療

保険制度は、基本的には個人が、自身または雇用先を通

じて、民間の保険に加入して、必要な医療費の給付を受

ける仕組みとなっている。したがって、メディケイドや

メディケアのような公的健康保険は、低所得、高齢・障

害・難病などが理由で、こうした民間の保険に加入でき

ない人たちを対象としている。メディケイドは、連邦・

州が共同で公的資金を提供し州が運営している。一定の

要件を充たす低所得者および一定の疾患の患者を対象と

した制度である。州により、給付内容や条件等が異な

る。一方、メディケアは、連邦政府が運営する高齢者お

よび一定の障害者などを対象とした制度である。 メデ

ィケアへの加入資格は、①６５歳以上で、アメリカ居住

５年以上の者（アメリカ市民権または永住権保持者）、

②６５歳未満の身体障害者で、一定の資格を充たす者、

または③末期の腎臓病またはLou Gehrig病（筋萎縮性

側裂索硬化症）を患っている者である。メディケアには

４種（パート）の保障がある。①パートＡ：入院費用を

カバーするもの、②パートＢ：入院以外の外来医療サー

ビスをカバーするもの、③パートＣ：メディケア・アド

バンテイジとも呼ばれ、ＨＭＯ（Health Maintenan-

ce Organization）〔多くの中産階層はＨＭＯという格

安の民間保険会社の健康保険に加入している。このＨＭ

Ｏとは保険会社が家庭医（かかりつけ医）と病院を管理

する方式である。ＨＭＯの仕組みでは、治療行為を発生

させなければ、それだけ保険会社が支払う保険料を削減

したということで、保険会社から医師に対して奨励金を

支払うルールになっている。このことから、内実は「医

師は治療をしなければしないほど儲かる」仕組みといえ

る。〕などのネットワークを通して、メディケアパート

ＡとパートＢを含めた医療保険を、民間の保険会社が代

行して提供するもの、ならびに④パートＤ：外来の処方

薬剤費用をカバーするもの（２００６年１月に導入）。

パートＤへの加入は、民間保険会社を通して行う。 ち

なみに、パートＡは、社会保障受給資格者（１０年以上

の納税者）か、政府機関で働き、社会保障税を支払った

者などには無料である。１０年以上の納税をしていない

人は、年数に応じて、有料となる。パートＢとパートＤ

は有料である。パートＣは保障プランにもよるが、パー

トＣに加入するには、パートＡとＢに加入していること

が前提条件である。すでに、社会保障給付を受けている

者には、６５歳になると、自動的にメディケアのパート

ＡとパートＢのＩＤカードが送付され、パートＢの保険

料は社会保障給付額から差し引かれる。適格者は、６５

歳に達する３ヵ月前から社会保障事務所に出向いて、社

会保障の受給、メディケアＡとＢの申請手続をする必要

がある。ＡとＢの手続を終えるとメディケアを取り扱っ

ている保険代理店にて、パートＣ、または、パートＤ、

メディケア・サプリメント保険などに申請することがで

きる。メディケアでカバーする医療サービスには限度額

があり、残りは自己負担する必要がある。これらのギャ

ップをカバーするための保険が、メディケア・サプリメ

ントとか、メディギャップと呼ばれる保険である。

●　コラム：メディケア・メディケイドとは何か
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りすまし問題が次第に深刻な状況になっていた。

また、共通番号（ＳＳＮ）を国防関係事務に使い

続けることは、国家安全保障上も大きな問題にな

っていた。

そこで、国防総省は、２００８年に国防総省独

自に分野別番号の採用計画の検討を開始した。そ

して、同省は、２０１１年４月１日から、共通番

号（ＳＳＮ）に換えて新たな１１ケタの「国防総

省本人確認番号（DOD ID number）」を使うこと

にした。

このように、フラット・モデルの共通番号（Ｓ

ＳＮ）は、国防総省から順次消えることになっ

た。これに伴い、２０１１年６月からは新規にあ

るいは更新時に発行される共通アクセスカード

（DOD CAC card）には、各人に新規に付番され

た国防省本人確認番号（DOD ID number）が記載

されている。また、各種ＤＯＤ関連受給資格者に

は、１１ケタの国防総省給付番号（DOD benefits

number）も同時に記載されている。共通番号（Ｓ

ＳＮ／社会保障番号）の利用は２０１２年末で廃

止された。

◆　連邦課税庁（ＩＲＳ）も一部分野別番号

の採用へ

２０１１年１月から、連邦課税庁（ＩＲＳ＝In-

ternal Revenue Service／内国歳入庁）は、成りすま

し不正申告の被害を受けた個人納税者向けに「身

元保護個人納税者番号（ＩＰＰＩＮ＝Identity Pr-

otection Personal Identification Number）」の発行の

試行を始めた。

現在のアメリカのように、一つの番号を多目的

利用（汎用）するフラット・モデルの共通番号制

は、番号保有者が成りすまし犯罪の餌食になる可

能性が高く、時代遅れで極めて危険な番号制の仕

組みである。国防省（ＤＯＤ）の例からも分かる

ように、共通番号（ＳＳＮ）はいったん他人に不

正使用されると、その被害を食い止めるのは至難

の業である。共通番号（ＳＳＮ）を採用したまま

では成りすまし不正申告への抜本的な対策は難し

い。言い換えると、分野別に異なる番号を使い、

各種情報を紐付け・データ照合するセクトラル・

モデルの番号制が安全で今の時代にもマッチする。

こうしたことも織り込んで、ＩＲＳは、成りす

まし不正申告の被害を受けた個人納税者を対象に

課税分野に限定して使用する「身元保護個人納税

者番号（ＩＰＰＩＮ）」を発行することにした。

ＩＲＳは、２０１１年に５万件のＩＰＰＩＮを発

行している。２０１２年には、２０万件以上のＩ

ＰＰＩＮを発行することにしたわけである。

ちなみに、ＩＰＰＩＮは、文書申告、電子申告

いずれの場合も、一回限り利用できる。したがっ

て、納税者は、毎年、新規のＩＰＰＩＮを取得す

る必要がある。一方、ＩＲＳは、成りすまし不正

申告を行った犯人が、被害者である納税者の共通

番号（ＳＳＮ）に関与している間は引き続きＩＰ

ＰＩＮを発行することになっている。

◆　共通番号は危険で時代遅れ

こうしたアメリカでの経験は、共通番号を導入

し、この番号が犯罪ツール化しても、それを比較

的に安全な分野別番号／分野固有番号に転換する

のは、至難のわざであることを教えてくれる。サ

イバー取引網が広がりを見せる高度情報社会で

は、汎用の共通番号は時代遅れ、極めて危険な犯

罪ツールと化すことは目に見えており、絶対に導

入してはいけないことを教えてくれる。

各人の共通番号（ＳＳＮ）は、紐付け番号とし

て使うとしても、税金、年金、医療といった各分

野では、個別の識別子（番号）を使うことで安

心・安全を確保する方向へ転換せざるを得ないこ

とを教えてくれている。

◇　国防省共通アクセスカード（ＤＯＤＣＡＣ／ＩＤ
ｃａｒｄ）サンプル
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問われる税務調査強化策の実施

石村耕治（PIJ代表）
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（２）「提出」、「提示」の意味　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－２５

（３）「提示、提出」は、「捜索」と違う　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－２６

（４）私物やセンシティブ情報の提示・提出と職業人の刑法上の守秘義務との関係　　 －２８

（５）提出した帳簿書類等の留置き　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－３０

（６）税務調査の期間延長と故意の更正の請求（未遂犯）の処罰　　　　　　　　　－３２

（７）税務職員の守秘義務と税務調査への第三者の立会　　　　　　　　　　　　　－３２

（１）調査終了通知（是認通知）書の交付　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－３３

（２）課税庁に対する修正申告等の勧奨権限の付与　　　　　　　　　　　　　　　－３４

（３）課税庁による修正申告等の勧奨に応じることの意味　　　　　　　　　　　　－３５

（４）課税庁による修正申告等の勧奨権限行使の法的限界　　　　　　　　　　　　－３５

国税通則法の改正

調査開始前の手続　

調査時手続

調査終了後手続

再調査手続

「必要な調査」かどうかの判断基準

１　

２

３

４

５

６

－３６



税務調査にはさまざまな種類のものがありま

す。そのなかでも中心となるのは「課税処分のた

めの調査」です。

２０１１〔平成２３〕年１２月の税制改正で

は、これまで法人税法や所得税法、消費税法など

個別税法に盛られていた「課税処分のための調

査」についての質問検査の規定は、大幅に見直し

されたうえで、新たに国税通則法に規定されまし

た。

（１）税務調査をいろいろな角度から整理・

点検してみる

税法に規定している税務調査は、「調査目的」

の観点から見ると、「課税処分のための調査」、

「滞納処分のための調査」、「犯則処分のための

調査」の三つです。ほかに、申告指導などを目的

とした「純粋な任意調査」があります。

これらの税務調査は、「調査の性質」さらには

「調査の実施方法や時期」の角度から検討するこ

とができます。

（ａ）「調査目的」の視点からの分類・検討

税務調査を、「調査目的」の視点から検討し図

説すると、次のとおりです。
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（１）調査の必要性とは　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－３７

（２）実地調査の法的限界、必要性　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－３７　

（３）調査の客観的必要性と法規範の明確性の基準　　　　　　　　　　　　　　－４０

（４）必要性を超えた違法な税務調査に基づく課税処分の効力　　　　　　　　　－４１

１　国税通則法の改正

◆ 「調査目的」の視点からの分類・検討

① 課税処分のための調査 適正な税額を確定するこ

とをねらいとした課税処分（更正・決定・賦課決定）を

行うための税務調査です。

課税処分に必要な質問や検査を行い、さらには提示や

提出、留置きの権限を行使し資料を集めることをねらい

とした調査です（国通法１６①一・２３④・２４～２

６・７４の２～７４の１１）。性質的には「間接強制の

伴う任意調査」です。

② 滞納処分のための調査 課税庁は、税金を滞納し

ている納税者（滞納者）から強制的に税金を取り立てる

手続（滞納処分）をする必要がある場合、さらには滞納

者が分割納付を申し出た場合でその説明に納得が行かな

いときには、滞納者やその関係者などに対し、質問・検

査をする権限が与えられています。滞納処分をするある

いは分割納付を認めるにあたり、滞納者やその関係者が

どのような財産を持っているか質問・検査し課税情報を

収集し確認する必要があるからです。

この場合の税務調査を「滞納処分のための調査」と呼

びます。この種の調査は、国税徴収法という法律に基づ

いて行われます。

通例、「間接強制の伴う任意調査」（徴収法１４１）の方

法で実施されますが、任意調査としても〝質問・検査〟

では十分な課税情報が収集できない場合や滞納者等が質

問・検査を拒否する場合は、「強制調査」（徴収法１４２）

としての〝捜索〟を行うことができます。

③ 脱税摘発（租税犯則事件）のための調査 悪質

な脱税、つまり犯則事件の摘発・事実の確認などをねら

いとした調査（租税犯則調査）です。直接国税の犯則調

査は、一般には〝マルサ〟の調査として知られています。

国税犯則取締法のもとで行われます。「任意調査」とし

ての〝質問・検査・領置〟の方法（国犯法１）で行われ

ますが、「強制調査」としての〝臨検・捜索・差押〟の

方法（国犯法２）でも行われます。

（ｂ）「調査の性質」の視点からの分類・検討　

税務調査を、「調査の性質」の角度から検討し

図説すると、次のとおりです。

◆ 「調査の性質」の視点からの分類・検討

① 強制調査 強制調査の一つは、国税犯則取締法の

もとで、国税庁の査察部が行う〝臨検・捜索・差押調

査〟です。俗にいう〝マルサ〟による査察です。裁判所

の許可を得て行う調査です。もっとも、マルサによる調

査は、任意調査である〝質問・検査・領置〟でも行われ

ます。また、国税徴収法のもとで、滞納している人から

税金を取り立てるために滞納者の財産状態をチェックす

ること（滞納処分）をねらいとした〝捜索〟も、強制調

査にあたります（徴収法１４２）。もっとも、この調査

も、一般に納税者が協力を得て、間接強制の伴う任意調

査のかたちで行われます（徴収法１４１）。

② 間接強制の伴う任意調査 任意調査には、「間接

強制の伴う任意調査」と「純粋な任意調査」があります。

国税通則法に基づいて行われる「課税処分のための調査」

（「国通法上の調査」）は、｢間接強制の伴う任意調査｣に

あたります。一般に、この種の調査では、納税者の申告

内容や課税のもとになる事実が正確であるのかなどをチ

ェックすることに力点がおかれます。なぜ、この種の調

査は「間接強制の伴う任意調査」と呼ばれるのでしょう
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か。それは、正当な理由がないのに調査に応じないと、

「２年以下の懲役又は１００万円以下の罰金」（国通法１

２６）をもって処罰されるかも知れないからです。

③ 純粋な任意調査／申告等の行政指導 受忍義務

が伴わない税務調査です。調査に応じなくとも処罰され

ることはありません。応じるかどうかは本人のまったく

自由です。税務署から電話で照会があったり、はがきな

どで税務署へきて欲しい・資料を送って欲しいといった

要請、いわゆる〝お尋ね〟・〝資料箋〟、さらには「計

算違いまたは記載の誤り」の是正要請など各種の申告指

導などが、この種の調査にあたります。とくに法律に基

づかないで行われることから、「法定外調査」とも呼ば

れます。性格的には、行政指導とする見方が有力です。

こうした申告等の指導は、〝調査〟にあたらない（「非

調査」）とする見方もあります。

（ｃ）「調査の実施方法や実施時期」の視点から

の分類・検討

税務調査を、「調査の実施手法や実施時期」の

角度から検討し図説すると、次のとおりです。

◆ 「調査の実施手法や実施時期」の視点からの分類・検討

① 実地調査：事後調査、事前調査 課税庁の調査

官が納税者である法人の事務所、事業者などの住居地な

どに出向いて、質問検査する手法で行われる調査をさし

ます。実地調査は、大きく「事後調査」と「事前調査」

に分けられます。

｢事後調査｣とは、確定申告が終わってから、つまり法

定申告期限が過ぎてから、課税庁が、納税者が行った申

告内容が適正であるかどうかをチェックすることをねら

いに実施される調査をさします。

これに対して、「事前調査」とは、法定申告期限前の

段階で実施される調査をさします。事前調査は、とかく

適正な申告の奨励をモットーに、納税者にプレッシャー

をかけるために行われがちです。しかし、事前調査は、

納税者の自己責任で確定申告をさせるという申告納税制

度の本来の趣旨にそぐわないといえます。

事前調査については、予定納税額の減額承認申請のケ

ースなど法律がそれをあらかじめ想定しているなどの場

合を除き、一般に学説は否定的です。しかし、裁決や判

例は肯定的です（最判昭４８.７.１０・刑集２７巻７号
１２０５頁）。

② 机上調査 課税庁が、外部に出向くことなく、内

部で法定資料（支払調書、源泉徴収票、計算書、調書）

や新聞・雑誌などから情報を集めること、法令の解釈や

適用問題などを調査・検討することをさします。「署内

調査」と呼ばれたりします。

③ 本人調査 納税義務者、納税義務があると認めら

れる者など、本来、納税義務を負う者（納税者本人）に

対する調査をさします。来署を依頼し、面談で調査する

「面接調査」も、「本人調査」にあたります。

④ 反面調査 納税者本人との間で物やサービスの取

引をしている相手方に対する調査をさします（国通法７

４の２①一ハ・二ロ・三ロなど）。納税者の取引先、取

引金融機関などに対する調査が、この種の調査にあたり

ます。事業者団体や官公署などに対する照会（国通法７

４の１２）も、広い意味ではこの種の調査にあたると解

されます。反面調査は、取引関係のある第三者に受忍義

務を課すものであります。その実施にあたっては、細心

の注意を払う必要があります。したがって、本人調査に

よっても実態がつかめない場合に限り追加的に認めら

れ、納税者本人の同意を得た上で実施されるべきものと

思います。もっとも、課税庁は、反面調査は納税者本人

の同意を前提としなくとも実施できると見ています。判

例も、課税庁に同調する見方をしています（例えば、東

京高判昭５０.３.２５・税資８４号７５３頁）。

⑤ 内視調査 課税庁が、実地調査に先立ち店舗等の

内部や事業経営の様子などを見る調査をさします。

⑥ 無予告現況調査 課税庁が、事前通知なし（無予

告）で、抜き打ちで実施する臨場調査を、実務では「現

況調査」と呼びます。前記③本人調査の一種です。現況

調査は、現金や印鑑の管理、在庫品などの現状把握、帳

簿書類等の保存や記帳状況などの把握をねらいに、課税

庁の調査官が納税者の事務所や居住場所などにおもむい

て（臨場して）実施されます。現況調査は、ふつう事前

通知なし（無予告）・抜き打ちで、しかも、調査理由も

十分に開示されないまま強引に実施されることが多く、

調査手続の適正さが問われています〔例えば、大阪高判

平１０.３.１９・判タ１０１４号１８３頁、原審、京都
地判平７.３.２７・判時１１５４号１１７頁〕。「無予告
調査」は、英語では、〝surprise（サプライズ） audit
（オーディット）〟と呼ばれます。こうした行政上の無

予告調査は、アポイントメントの慣行があり、コンタク

トレター（調査事前通知書）や行政召喚状（administ-
rative summons）の利用ななど税務調査手続法制の整
った諸国では受容れられないようです。

２０１１〔平成２３〕年末の国税通則法改正では、こ

の「無予告調査」ができることが法定されました。すな

わち、課税庁は、被調査者である納税義務者の申告や過

去の調査実績、事業内容などから、違法または不当な行

為を容易にし、正確な所得または税額などの把握を困難

にするおそれその他国税に関する調査の適正な遂行に支

障を及ぼすおそれがあると認めるときには、事前通知を

しなくともよいことになりました（国通法７４の１０）。

言い換えると、課税庁が〝おそれ〟があると判断する場

合には、無予告調査ができることとなったわけです。無

予告調査を実施する場合には、税務代理人等にも事前通

知をしないことになります。本来〝例外〟であるはずの

無予告調査が一般化するおそれも強いところです。仮に

例外として無予告調査を認めるとしても、被調査者が納

得できるように、課税庁は、客観的な基準を定立し公表



（２）税務調査手続の見直し

税務調査にはさまざまな種類のものがありま

す。そのなかでも中心となるのは「課税処分のた

めの調査」です。

２０１１〔平成２３〕年の税制改正により、個

別税法に盛られた「課税処分のための調査」につ

いての質問検査の規定が大きく見直され、新たに

国税通則法に規定されました。

今回の見直しは課税庁の調査権限の強化が中心

であったため、調査の実施基準は相変わらず不透

明です。

（３）質問検査権にかかる規定の集約化

質問検査権に関する規定は、国税通則法７章の

２〔国税の調査〕に、次のように集約されました

（国通法７４の２～７４の６）。２０１３〔平成

２５〕年１月１日に施行されます。

（４）税務調査手続などの見直し内容の骨子

今回の改正では、現行の運用上の取扱を法律上

明確にするという方針に基づいて、見直しが行わ

れました。主な項目をあげると、次項のとおりで

す。

（５）（税務）調査と非調査（行政指導）と

の峻別　

２０１１〔平成２３〕年１２月の税制改正で

は、これまで個別税法に盛られていた「課税処分

のための調査」についての質問検査の規定は、大

幅に見直しされ、新たに国税通則法に盛られまし

た。

また、国税庁は、手続通達で、「調査に該当す

る行為」を定義する一方で、５つの類型の「調査

に該当しない行為（非調査行為／行政指導）」を

明示し、双方を峻別しました。

手続通達でとられる論理は、「調査に該当しな

い行為」については、納税者による自発的な「修

正申告」で対応してもらうこ

とになる、ということです。

① （税務）調査と非調査に

あたる行政指導との峻別　

課税庁は、納税者が提出し

た申告書に計算誤り、転記誤

り、記載漏れ、法令の適用誤

り等の誤りがあるのではない

かと思われる場合に、自発的

な見直しをしたうえで、必要

に応じて修正申告書の自発的

な提出を要請する場合があり

ます。こうした課税庁の行為は、行政指導にあた

り「（税務）調査にあたらない行為」とされま

す。

しかし、どのような行為が、調査行為である

「課税標準等または税額等を認定」問題にあたる

のか、逆に、非権力的な行政指導である「計算違

いまたは記載の誤りなど」問題にあたるのかを客

観的に判断するのは必ずしも容易ではありませ

ん。これまでも、さまざま議論されてきました。

そこで、国税庁は、２０１２〔平成２３〕年９

問われる税務調査強化策の実施
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する必要があると思います。現況調査手続の適正化は今

後の重要な検討課題です。

◆　税務調査手続規定の新旧対照

国税通則法上の税務調査の分類〔対象税目〕 旧規定〔廃止される規定〕

・所得税等の調査にかかる質問検査権〔所得税、法　　　

人税、消費税〕」（国通法７４の２）

所税法旧２３４、法税法旧１５

３～１５６、消税法旧６２

・相続税等の調査等にかかる質問検査権〔相続税・

贈与税・地価税〕（国通法７４の３）
相税法旧６０、地価税法３６

・酒税の調査等にかかる質問検査権〔酒税〕（国通

法７４の４）
酒税法旧５３

・たばこ税等の調査にかかる質問検査権〔たばこ

税、揮発油税、地方揮発油税、石油ガス税、石油

石炭税、印紙税〕（国通法７４の５）

た税法旧２７、揮発油税法旧２６、地

方揮発油税法旧１４の２、石ガ税法旧

２６、石税法旧２３、印税法旧２１

・航空機燃料税等の調査にかかる質問検査権〔航空　

機燃料税、電源開発促進税〕（国通法７４の６）

航燃税法旧１９、電開税法旧１

２

① 納税義務者に対する調査の事前通知等・無予告調　　

査（国通法７４の９・７４の１０）

② 帳簿書類等の提示・提出（国通法７４の２①）

③ 提出した帳簿書類等の留置き（国通法７４の７）

④ 調査終了手続（国通法７４の１１①②）

⑤ 修正申告の勧奨（慫慂）（国通法７４の１１③）

⑥ 更正処分等の場合の理由の説明（国通法７４の１

１②）

⑦ 更正の請求期間等の延長（国通法２３①）

⑧ 白色申告者の処分等にかかる理由附記（所税法２

３１の２、所税法改正法附則８

◆　税務調査手続等の見直しのポイント
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月に、「調査に該当する行為」を定義する一方

で、５つの類型の「調査に該当しない行為（非調

査行為／行政指導）」を列挙し、双方を峻別する

基準を明示しました。

そこで、以下においては、税務調査と非調査に

あたる行政指導との峻別の基準や事例（類型）に

ついて、２０１２〔平成２３〕年９月に出された

①「国税通則法第７章の２（国税の調査）関係通

達」（以下「手続通達」）や質疑応答集②「税務

調査手続に関するＦＡＱ（一般納税者向け）」

（以下「税調手続質疑応答集」）、内部職員向け

の事務運営方針③「調査手続の実施に当たっての

基本的な考え方等について」（以下「調査手続の

考え方」などを参考にして、〝「調査」の意義

（手続通達１－１）〟、〝「調査に該当しない行

為」（手続通達１－１・３－３、税調手続質疑応

答集問１）〟から検討してみます。

イ　手続通達で峻別した「調査行為」と「非調査

行為（行政指導）」

手続通達は、「（税務）調査」とは、「国税

〔中略〕に関する法律の規定に基づき、特定の納

税義務者の課税標準等又は税額等を認定する等の

目的その他〔中略〕処分を行う目的で当該職員が

行う行為をいう」としました。

具体的には、「証拠資料の収集、要件事実の認

定、法令の解釈適用など」をあげました（１－１

《１》）。

一方、「非調査行為（調査に該当しない行為／

行政指導）」とは、「当該職員が行う行為であっ

て〔中略〕特定の納税義務者の課税標準等又は税

額等を認定する等の目的で行う行為に至らないも

の」としました。後でふれるように、５つの類型

を列挙しました（１－２、３－３）。

ロ　手続通達による判断基準の定立

このように、課税庁が、確かに、調査行為であ

る「課税標準等または税額等を認定」問題にあた

るのか、それとも非権力的な行政指導である「計

算違いまたは記載の誤りなど」問題にあたるのか

を客観的に判断できる基準を示すことは、課税に

おける予測可能性や法的安定性に資するものとい

えます。

しかし、こうした基準の定立にもかかわらず、

非調査行為、すなわち非権力的な申告指導、行政

指導（事実行為）として、「提出された申告書に

計算誤り、転記誤り、記載漏れ及び法令の適用誤

り等の誤りがあるのではないかと思われる場合

に、納税者の方に対して自発的な見直しを要請」

することと、それが単なる「修正申告」（国通法

１９）の要請であるのかまたは「修正申告の勧

奨」（国通法７４⑪三）にあたるのかについて明

瞭な線引きをすることは必ずしも容易ではありま

せん。

また、こうした判断基準を通達で示すことは、

通達には法源性がないとはいうものの、究極的に

は課税庁の判断が優先することにもなりかねない

ことから慎重な評価を行う必要があります。

さらに、今後の課題として、納税者が課税庁か

ら「計算違いまたは記載の誤りなど」問題である

と説明を受けた場合、その説明に納得したうえで

申告指導に応じる手続の確立を検討する必要があ

ります。

ハ　調査行為、非調査行為（行政指導）に対する

法的統制の課題

間接強制の伴う税務調査や強制調査の場合、納

税者の権利を制限することになるために法律の根

拠が必要となります。また、国家賠償請求訴訟で

の原告適格の容認など制限的ながら行政争訟の途

も開かれています。

これに対して、「調査に該当しない行為（非調

査行為／行政指導）」に対しては、原則として、

修正申告の勧奨（慫慂）などを含め、行政争訟の

対象とすることには学説や司法は概して消極的な

姿勢です。租税行政指導への行政手続法の適用拡

大（適用除外の厳格化）を積極的にすすめる必要

◆ 「調査の性質」の視点からの分類・検討

・例えば、相続税法上の「不服申立先等の特例」　

（相税法附則③但書）

・国税徴収法上の「不服審査及び訴訟の特例」

（徴収法第８章〔１６６条以下〕

【別段の定め】

【特別の定め】

国税通則法（第８章〔７５条以下〕）

【一般法】

行政不服審査法
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「この法律にいう

「処分」には、各本条に特別の定めがある場合を

除くほか、公権力の行使に当たる事実上の行為

で、人の収容、物の留置その他その内容が継続的

性質を有するもの（以下「事実行為」という。）

が含まれるものとする。」

租税不服申立手続を定める国税通

則法には、事実行為に関する定めがありません。

税務当局は、税務行政にかかる事実行為は、国税

通則法７５条に定める〝国税に関する法律に基づ

く「処分」〟にはあたらず、通達で、租税不服申

立手続の対象にならない旨を明確にしています

〔不服審査基本通達（異議申立関係）７５－１

（注）１、不服審査基本通達（審査請求関係）７

５－１（注）１〕。

租税不服申立手続を定める国税通則法には、事

実行為に関する定めがありません。これは、租税

法律関係においては、事実行為のみで自己完結す

る処分はあまりなく、租税の賦課・徴収等の処分

の形で終結することになることや、不服申立手続

を経ずに行政訴訟を提起することができる（行訴

法８①）ことなどを考慮したためと考えられます。

しかし、国税にかかる事実行為について不服申

立ての途をまったく閉ざしてしまうような解釈を

とるのでは偏狭すぎます。したがって、例えば国

税に関する違法な税務調査（事実行為）が繰り返

し実施され、納税者が当該事実行為を違法である

ことを理由に不服申立てをしたいとします。この

場合、理論的には、行政不服審査法に基づいて行

うことができるものと解されます。

もっとも、違法な税務調査という事実行為の取

消を求めて不服申立て手続をとることに実益があ

るかどうかは定かではありません。むしろ、そう

した違法な調査に基づく課税処分の取消を求めて

不服申立手続をすすめるのが常道と思われます。

二　「行政指導」の理解についての行政法と手続

通達との間の乖離

行政法と手続通達では、「行政指導」を、次の

ようにとらえています。

② 手続通達や税調手続質疑応答集での「調査」

と「行政指導」の説明

課税庁は、手続通達や税調手続質疑応答集で、

「（税務）調査」と「非調査行為（調査に該当し

ない行為／行政指導）」について、次のように、

納税者向けの取扱や説明が行われています。

イ　手続通達での定義について

手続通達１－１〔「調査」の意義〕において、

「調査」を定義しています。

一方、手続通達１－２〔「調査」に該当しない

行為〕として、５つの事例をあげています。

（「調査」の意義）

１－１ 

（１） 法第７章の２において、「調査」とは、国

税（法第７４条の２から法第７４条の６ま

でに掲げる税目に限る。）に関する法律の

規定に基づき、特定の納税義務者の課税標

準等又は税額等を認定する目的その他国税

に関する法律に基づく処分を行う目的で当

該職員が行う一連の行為（証拠資料の収

集、要件事実の認定、法令の解釈適用な

ど）をいう。 

（注） 法第７４条の３に規定する相続税・贈与税

の徴収のために行う一連の行為は含まれない。

（２） 上記（１）に掲げる調査には、更正決定等

を目的とする一連の行為のほか、異議決定

◆ 調査と行政指導の所在

課税庁の行為

処分 事実行為

行政指導【非権力的な
事実行為】〔手続通達
１－２、３－３〕

行政手続法〔適用除外〕

物の領置など公権力の
行使にあたる継続的な
事実行為

調査【権力的な事実行
為】〔手続通達１－１〕

行政不服審査法２条１項

国税通則法

◆　「行政指導」についての〝行政法〟と〝手続通達〟
における考え方の相違

行政法：行政指導とは、行政庁が行政目的を達成するた

めに、助言・指導のような非権力的な手段で国民に任意

の協力を求め、国民を誘導して目的とする行為を行わせ

ようとする事実上の行為、とされています。

手続通達：調査に該当しない「行政指導」とは、「当該

職員が行う行為であって、〔中略〕特定の納税義務者の

課税標準又は税額等を認定する目的で行う行為に至らな

いもの」（手続通達１－２）とされています。言い換え

ると、行為に至る行為（事実行為）は、「調査」にあた

ることになります。
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や申請等の審査のために行う一連の行為も

含まれることに留意する。 

（３） 上記（１）に掲げる調査のうち、次のイ又

はロに掲げるもののように、一連の行為の

うちに納税義務者に対して質問検査等を行

うことがないものについては、法第７４条

の９から法第７４条の１１までの各条の規

定は適用されないことに留意する。 

イ　更正の請求に対して部内の処理のみで請

求どおりに更正を行う場合の一連の行為。 

ロ　期限後申告書の提出又は源泉徴収に係る

所得税の納付があった場合において、部内

の処理のみで決定又は納税の告知があるべ

きことを予知してなされたものには当たら

ないものとして無申告加算税又は不納付加

算税の賦課決定を行うときの一連の行為。

（「調査」に該当しない行為）

１－２  当該職員が行う行為であって、次に掲げ

る行為のように、特定の納税義務者の課税標準等

又は税額等を認定する目的で行う行為に至らない

ものは、調査には該当しないことに留意する。ま

た、これらの行為のみに起因して修正申告書若し

くは期限後申告書の提出又は源泉徴収に係る所得

税の自主納付があった場合には、当該修正申告書

等の提出等は更正若しくは決定又は納税の告知が

あるべきことを予知してなされたものには当たら

ないことに留意する。 

（１） 提出された納税申告書の自発的な見直しを

要請する行為で、次に掲げるもの。 

イ　提出された納税申告書に法令により添付

すべきものとされている書類が添付されて

いない場合において、納税義務者に対して

当該書類の自発的な提出を要請する行為。 

ロ　当該職員が保有している情報又は提出さ

れた納税申告書の検算その他の形式的な審

査の結果に照らして、提出された納税申告

書に計算誤り、転記誤り又は記載漏れ等が

あるのではないかと思料される場合におい

て、納税義務者に対して自発的な見直しを

要請した上で、必要に応じて修正申告書又

は更正の請求書の自発的な提出を要請する

行為。 

（２） 提出された納税申告書の記載事項の審査の　

結果に照らして、当該記載事項につき税法

の適用誤りがあるのではないかと思料され

る場合において、納税義務者に対して、適

用誤りの有無を確認するために必要な基礎

的情報の自発的な提供を要請した上で、必

要に応じて修正申告書又は更正の請求書の

自発的な提出を要請する行為。 

（３） 納税申告書の提出がないため納税申告書の

提出義務の有無を確認する必要がある場合

において、当該義務があるのではないかと

思料される者に対して、当該義務の有無を

確認するために必要な基礎的情報（事業活

動の有無等）の自発的な提供を要請した上

で、必要に応じて納税申告書の自発的な提

出を要請する行為。 

（４） 当該職員が保有している情報又は提出され

た所得税徴収高計算書の記載事項の確認の

結果に照らして、源泉徴収税額の納税額に

過不足徴収額があるのではないかと思料さ　

れる場合において、納税義務者に対して源

泉徴収税額の自主納付等を要請する行為。

（５） 源泉徴収に係る所得税に関して源泉徴収義

務の有無を確認する必要がある場合におい

て、当該義務があるのではないかと思料さ

れる者に対して、当該義務の有無を確認す

るために必要な基礎的情報（源泉徴収の対

象となる所得の支払の有無）の自発的な提

供を要請した上で、必要に応じて源泉徴収

税額の自主納付を要請する行為。

（「調査」に該当しない行為【１－２の再掲】）

３－３  当該職員が行う行為であって、次に掲げ

る行為のように、特定の納税義務者の課税標準等

又は税額等を認定する目的で行う行為に至らない

ものは、調査には該当しないことに留意する。ま

た、これらの行為のみに起因して修正申告書若し

くは期限後申告書の提出又は源泉徴収に係る所得

税の自主納付があった場合には、当該修正申告書

等の提出等は更正若しくは決定又は納税の告知が

あるべきことを予知してなされたものには当たら

ないことに留意する。 

（１） 提出された納税申告書の自発的な見直しを

要請する行為で、次に掲げるもの。 

イ　提出された納税申告書に法令により添付

すべきものとされている書類が添付されて

いない場合において、納税義務者に対して

当該書類の自発的な提出を要請する行為。 

ロ　当該職員が保有している情報又は提出さ

れた納税申告書の検算その他の形式的な審

査の結果に照らして、提出された納税申告

書に計算誤り、転記誤り又は記載漏れ等が

あるのではないかと思料される場合におい
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て、納税義務者に対して自発的な見直しを

要請した上で、必要に応じて修正申告書又

は更正の請求書の自発的な提出を要請する

行為。 

（２） 提出された納税申告書の記載事項の審査の

結果に照らして、当該記載事項につき税法

の適用誤りがあるのではないかと思料され

る場合において、納税義務者に対して、適

用誤りの有無を確認するために必要な基礎

的情報の自発的な提供を要請した上で、必

要に応じて修正申告書又は更正の請求書の

自発的な提出を要請する行為。 

（３） 納税申告書の提出がないため納税申告書の

提出義務の有無を確認する必要がある場合

において、当該義務があるのではないかと

思料される者に対して、当該義務の有無を

確認するために必要な基礎的情報（事業活

動の有無等）の自発的な提供を要請した上

で、必要に応じて納税申告書の自発的な提

出を要請する行為。 

（４） 当該職員が保有している情報又は提出され

た所得税徴収高計算書の記載事項の確認の

結果に照らして、源泉徴収税額の納税額に

過不足徴収額があるのではないかと思料さ

れる場合において、納税義務者に対して源

泉徴収税額の自主納付等を要請する行為。 

（５） 源泉徴収に係る所得税に関して源泉徴収義

務の有無を確認する必要がある場合におい

て、当該義務があるのではないかと思料さ

れる者に対して、当該義務の有無を確認す

るために必要な基礎的情報（源泉徴収の対

象となる所得の支払の有無）の自発的な提

供を要請した上で、必要に応じて源泉徴収

税額の自主納付を要請する行為。

ロ　税調手続質疑応答集での説明

この点について、国税庁が出した一般納税者向

けの「税調手続質疑応答集」では、次のように説

明をしています。

「調査は、特定の納税者の方の課税標準等又は

税額等を認定する目的で、質問検査等を行い申告

内容を確認するものですが、税務当局では、税務

調査の他に、行政指導の一環として、例えば、提

出された申告書に計算誤り、転記誤り、記載漏れ

及び法令の適用誤り等の誤りがあるのではないか

と思われる場合に、納税者の方に対して自発的な

見直しを要請した上で、必要に応じて修正申告書

の自発的な提出を要請する場合があります。この

ような行政指導に基づき、納税者の方が自主的に

修正申告書を提出された場合には、延滞税は納付

していただく場合がありますが、過少申告加算税

は賦課されません（当初申告が期限後申告の場合

は、無申告加算税が原則５％賦課されます）。 

なお、税務署の担当者は、納税者の方に調査又

は行政指導を行う際には、具体的な手続に入る前

に、いずれに当たるのかを納税者の方に明示する

こととしています。 

これら５つの事例は、いずれも、課税庁が、納

税者がすでに提出した（提出すべき）申告内容の

チェックをきっかけに見出した問題点を指導（自

発的な修正申告の指導）するというものです。

その指導を拠り所に納税者自身が誤り等を確認

し、それに基づいて自発的に修正申告をするとい

う構図にあります。

租税法律主義の原則からみて、こうした重要な

判断基準を、税務通達や一般納税者向けの税調手続

質疑応答集で示すことについては精査を要します。

なぜならば、こうした線引きの結果、非調査行

為（調査に該当しない行為／行政指導）にあては

まると、納税者による「修正申告」で対応するよ

うに求められるからです。

納税者と課税庁との間の力関係など、状況によ

っては、自発的な修正申告の指導が独り歩きする

おそれがあります。その結果、納税者の手続上の

権利救済の途を狭めることにつながりかねないか

らです。

（６）アメリカでの計算違い等を理由に更正

処分の適用除外とする場合の法定手続　　

アメリカ法では、計算違い等にあたる事例を列

挙するとともに、更正処分の適用除外とする場合

の法定手続を、税法本法で定めています。

アメリカ連邦税法（内国歳入法典／ＩＲＣ＝In-

ternal Revenue Code）は、更正処分の対象となら

ない「計算違いまたは記載の誤り（mathematical

or clerical error）」を、次のように定義しています

（IRC 6213条g項2号）。

問２ 税務署の担当者から電話で申告書の内容

に問題がないか確認して、必要ならば修正申告

書を提出するよう連絡を受けましたが、これは

調査なのでしょうか。
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課税庁が、こうした「計算違いまたは記載の誤

りなど」問題〔以下「計算違い等を理由とする更

正の適用除外（math error exception）」〕にあた

ると判断したとします。

この場合には、納税者が、課税庁からその点に

ついて説明を受け同意したうえで申告指導に応じ

ることも可能です。

逆に、納税者は、申告指導に応じないで税務調

査の手続に入る選択ができる仕組みを確立してい

ます。これにより、納税者の権利を護る手続を明

確にしています（IRC 6213条b項）。その手続

は、次のとおりです。

わが国では、課税庁が一方的に、調査行為であ

る「課税標準等または税額等を認定」問題にあた

るのか、それとも非権力的な行政指導である「計

算違いまたは記載の誤りなど」問題にあたるのか

を客観的に判断できる基準を示し、修正申告へ誘

導する仕組みになっています。

この点については、アメリカの法制などを参考

にして、計算違い等にあたる事例を列挙するとと

もに、更正処分の適用除外とする場合の法定手続

を税法本法に定め、納税者の手続上の権利を保護

する途を探る必要があります。

税務調査手続は、大きく「調査開始前手続（pre-

audit procedures）」、「調査時手続（audit proced-

ures）」および「調査終了後手続（post-audit proc-

edures）」に分けることができます。このうち、

今回の見直しのうち「調査開始前手続」について

は、調査の事前通知義務、無予告通知の法定化が

盛り込まれました。

（１）調査開始前手続の改正

国税通則法が改正される以前には、税務調査を

実施する場合に課税庁はその旨を事前に通知しな

ければならないとする法律の規定はありませんで

した。

これが、今回の改正で、納税義務者（以下「納

税者」または「被調査者」ともいいます。）に事

前通知をすることを原則とすることに変わりまし

た。

また、納税者に対して事前通知を行う場合にお

いて、顧問税理士等（納税申告書に税務代理権限

証書を添付している税理士等）がある場合には、

あわせて通知を行うことになりました（国通法７

４の９）。

（納税義務者に対する調査の事前通知等）

第七十四条の九　税務署長等（国税庁長官、国税

局長若しくは税務署長又は税関長をいう。以下第

七十四条の十一（調査の終了の際の手続）までに

おいて同じ。）は、国税庁等又は税関の当該職員

（以下同条までにおいて「当該職員」という。）に

納税義務者に対し実地の調査（税関の当該職員が

行う調査にあつては、消費税等の課税物件の保税

地域からの引取り後に行うものに限る。以下同条

までにおいて同じ。）において第七十四条の二か

ら第七十四条の六まで（当該職員の質問検査権）

の規定による質問、検査又は提示若しくは提出の

要求（以下「質問検査等」という。）を行わせる

場合には、あらかじめ、当該納税義務者（当該納

◆「計算違いまたは記載の誤り」とは（IRC 6213条g項2号）

・申告書に記された計算違い

・別表の不正確な適用

・申告書への誤りの記載

・申告書への必要な証明情報の記載もれ

・法定限度額を超える所得控除額ないし税額控除額

・その他

◆　計算違い等を理由に更正処分の適用除外とする場合
の手続（IRC 6213条b項）

・納税申告書に「計算違いまたは記載の誤り」がある場

合、課税庁（ＩＲＳ）は、その誤りを訂正する結果から

生じる増差税額を略式で賦課できるものとします。ただ

し、課税庁は、納税者にその誤りを説明し、かつ納税者

がそれに同意する場合に限られます。また、この場合、

課税庁は、当初申告書に報告された税額とは異なる適正

な税額を明示して事前通知をしなければなりません。

・納税者は、課税庁が提示した金額に同意できない場合

には、その通知の日から６０日以内にその賦課額を減額

するように求めることができます。

・納税者から減額請求があった場合、その賦課額を減額

することになります。

・納税者が減額請求を正当化する情報を提供した場合、

減額請求の手続は完了した旨が納税者に通知されます。

課税庁は、納税者が減額請求をし、それを正当化するた

めの情報を十分に提供していないと認める場合、この事

案は、税務調査に付されます。そして、その結果によっ

ては更正処分手続に入ることになります。

＊William D. Elliott, 〝The Math or Clerical Error Exc- 

eption,〟 Journal of Tax Practice & Procedure 

（June-July 2011） at 25.

調査開始前の手続２　
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税義務者について税務代理人がある場合には、当

該税務代理人を含む。）に対し、その旨及び次に

掲げる事項を通知するものとする。

税務調査を実施するに先駆けて事前に行うべき

ことを法定したことは、手続の透明化に向けての

一歩前進のようにも見えます。

（２）調査の事前通知義務

国税通則法が改正され、課税庁が実地調査にお

いて質問検査等を行う場合には、あらかじめ納税

者（税理士等の税務代理人がある場合には、その

税務代理人を含みます。）に対して、その旨およ

び調査を開始する日時等をあらかじめ通知するこ

ととされました（国通法７４の９）。

ちなみに、税理士等の税務代理人が、納税者に

代わって税務調査の事前通知事項の通知を受ける

には、納税者がその旨の申立てをする必要があり

ます。

①　事前通知を行う主体

実地調査に先立ち、事前通知を行うのは、国税

庁長官、国税局長もしくは税務署長または関税長

です。

②　通知から調査までの猶予期間

事前通知は、調査の実施にあたり「あらかじ

め」行われると法定するのみです。具体的に調査

開始の何日前までにする旨の規定ぶりではありま

せん。実施直前に電話連絡し、実質的に無予告調

査を行うことも想定されないわけではありません。

この点について、２０１１〔平成２３〕年１１

月１８日の衆院財政金融委員会で、佐々木憲昭議

員の質問に対して政府参考人である岡本榮一国税

庁次長（当時）は、次のように答弁しており、参

考になります（『平成２３年度税制改正：国税通

則法等の改正（平成２３年１２月）２３４頁』財

務省ＨＰ参照）。

「調査手続の透明性と予見可

能性を高めるという制度の仕組

みをかんがみれば、調査開始日

までの相当の時間の余裕を置い

て行うことになると考えており

ます。したがいまして、事前通

知の実施に当たりまして、委員

御指摘のような、納税者の家の

前で事前通知に電話をして往訪

するというふうな運用は考えておらないところで

ございます。」

国税庁が出した一般納税者向けの税調手続質疑

応答集で、次のように説明されています。

実地の調査を行う場合の事前通知の時期について

は、法令に特段の規定はなく、また、個々のケースによ

って事情も異なりますので、何日程度前に通知するか

を一律にお示しすることは困難ですが、調査開始日ま

でに納税者の方が調査を受ける準備等をできるよう、

調査までに相当の時間的余裕を置いて行うこととしてい

ます。

この点については、２週間前までに通知を義務

づけるとか、具体的数値を規定する必要がありま

す。今後の検討課題です。

③ 事前通知の対象となる「調査」の範囲　

事前通知の対象となるのは、「実地調査」で

す。「実地の調査」とは、通例、課税庁が、納税

者の事業所等に臨場して行う帳簿書類等の検査・

確認、資料収集等を意味します。国税通則法は、

「実地の調査」のみを定めています。しかし、手

続通達は、次のように定めて、更正・決定等を目

的とする課税標準等の調査のみならず、異議申立

てがあった場合の調査や申請等の審理も含むとし

ています。

（「実地の調査」の意義）

３－４  法第７４条の９及び法第７４条の１１に

規定する「実地の調査」とは、国税の調査のうち、

当該職員が納税義務者の支配・管理する場所（事

業所等）等に臨場して質問検査等を行うものをい

う。

（法第７４条の９又は法第７４条の１０の規定の

◆　税務調査手続の段階と流れ

調 査 前 調 査 時 調 査 終 了 後 再調査

事
前
通
知

質
問
検
査
、
提
出
・

提
示
、
留
置
き

再

調

査

申告是認通知書

（申告内容に非違なし）

（申告内容に非違あり）

調査結果の説明

修正申告等の勧奨

更正、決定
修正申告等

問１３ 前通知は、調査の何日くらい前に行わ

れるのですか。
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適用範囲）

４－１  法第７４条の９又は法第７４条の１０の

規定が適用される調査には、更正決定等を目的と

する調査のほか、異議決定や申請等の審査のため

に行う調査も含まれることに留意する。

（申請等の審査のために行う調査の事前通知）

４－２  申請等の審査のため実地の調査を行う場

合において、納税義務者に通知する事項である法

第７４条の９第１項第５号に掲げる「調査の対象

となる期間」は、当該申請書等の提出年月日（提

出年月日の記載がない場合は、受理年月日）とな

ることに留意する。

④ 事前通知事項

事前に通知される事項は以下の１１項目です

（国通法７４の９、国通令３０の４①）。

加えて、調査状況に応じて、被調査者に非違

【法令等にふれる】行為が疑われる場合には、事

前通知（前記④～⑦以外）の事項以外についても

調査ができることになっています（国通法７４の

９④）。

注意しなければならないのは、通知された項目

以外について非違が疑われることとなった場合に

はあらためて事前通知することなく調査ができる

旨の告知が規定されていることです（国通法７４

の９④）。

⑤ 通知の相手方

実地調査を行うに先立って納税者やその関与税

理士（税務代理人）に対して通知を行うことにな

ります。通知の相手方として、手続通達では、次

のようにその範囲を定めています。

イ　納税者（納税義務者）

（通知等の相手方）

３－５  法第７４条の９から法第７４条の１１ま

での各条に規定する納税義務者に対する通知、説

明、勧奨又は交付（以下、３－５において「通知

等」という。）の各手続の相手方は法第７４条の

９第３項第１号に規定する「納税義務者」（法人

の場合は代表者）となることに留意する。 

ただし、納税義務者に対して通知等を行うこと

が困難な事情等がある場合には、権限委任の範囲

を確認した上で、当該納税義務者が未成年者の場

合にはその法定代理人、法人の場合にはその役員

若しくは納税申告書に署名した経理に関する事務

の上席の責任者（法人税法第１５１条第２項《代

表者等の自署押印》）又は源泉徴収事務の責任者

等、一定の業務執行の権限委任を受けている者を

通じて当該納税義務者に通知等を行うこととして

も差し支えないことに留意する。

ロ　税務代理人

手続通達第５節「税務代理人に関する事項」

（７－１～７－５）において、「実施調査の事前

通知義務」について、次のように規定していま

す。

第５節税務代理人に関する事項

（税務代理人を通じた事前通知事項の通知）

７－１  実地の調査の対象となる納税義務者につ

いて税務代理人がある場合における法第７４条の

９第１項の規定による通知については、納税義務

者及び税務代理人の双方に対して行うことに留意

する。 

ただし、納税義務者から同項各号に掲げる事項

について税務代理人を通じて当該納税義務者に通

知して差し支えない旨の申立てがあったときは、

当該税務代理人を通じて当該納税義務者へ当該事

項を通知することとして差し支えないことに留意

する。 

なお、ただし書きによる場合においても、「実

地の調査において質問検査等を行わせる」旨の通

知については直接納税義務者に対して行う必要が

あることに留意する。 

① 実地調査を行う旨

② 質問検査等を行う実地の調査（以下「調査」とい

います。）を開始する日時

③ 調査を行う場所

④ 調査の目的

⑤ 調査の対象となる税目

⑥ 調査の対象となる期間

⑦ 調査の対象となる帳簿書類その他の物件

⑧ 調査の相手方である納税義務者の氏名および住所

または居所

⑨ 調査を行う当該職員の氏名および所属官署（その

職員が複数であるときには、その職員を代表する

者の氏名および所属官署）

⑩ ②または③にかかげる事項の変更に関する事項

⑪ 調査により④から⑦以外について非違が疑われる

場合、その通知内容以外の事項についても調査対

象となりうること

◆　事前通知事項
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（税務代理人からの事前通知した日時等の変更の

求め）

７－２  実地の調査の対象となる納税義務者につ

いて税務代理人がある場合において、法第７４条

の９第２項の規定による変更の求めは、当該納税

義務者のほか当該税務代理人も行うことができる

ことに留意する。

（税務代理人がある場合の実地の調査以外の調査

結果の内容の説明等）

７－３  実地の調査以外の調査により質問検査等

を行った納税義務者について税務代理人がある場

合における法第７４条の１１第２項に規定する調

査結果の内容の説明並びに同条第３項に規定する

説明及び交付については、同条第５項に準じて取

り扱うこととしても差し支えないことに留意する。

（法に基づく事前通知と税理士法第３４条《調査

の通知》に基づく調査の通知との関係）

７－４  実地の調査の対象となる納税義務者につ

いて税務代理人がある場合において、当該税務代

理人に対して法第７４条の９第１項の規定に基づ

く通知を行った場合には、税理士法第３４条《調

査の通知》の規定による通知を併せて行ったもの

と取り扱うことに留意する。

（一部の納税義務者の同意がない場合における税

務代理人への説明等）

７－５  法第７４条の１１第５項の規定の適用

上、納税義務者の同意があるかどうかは、個々の

納税義務者ごとに判断することに留意する。 

（注） 例えば、相続税の調査において、複数の納税義務

者がある場合における法第７４条の１１第５項の規定の

適用については、個々の納税義務者ごとにその納税義務

者の同意の有無により、その納税義務者に通知等を行う

かその税務代理人に通知等を行うかを判断することに留

意する。

この点について、国税庁が出した一般納税者向

けの税調手続質疑応答集で、次のように説明され

ています。

法令上、実地の調査の対象となる納税者の方に

税務代理権限証書を提出している税理士等（以下

「税務代理人」といいます。）がいる場合には、

納税者の方ご本人に加え、その税務代理人の方に

対しても事前通知を行うこととされています。し

たがって、特別の手続は不要です。 

なお、事前通知事項のうち、調査の対象となる

税目・課税期間等の事前通知事項の詳細について

は税務代理人を通じて聞くことにしたいという要

望がある場合には、調査担当者が事前通知を行う

ための連絡をした際にその旨をお伝えください。

イ　開始日時の通知

課税庁は、「○月○日○時開始」する旨を通知

するかたちになると思われます。

ロ　調査場所の通知

国税通則法施行令によると、調査場所が複数あ

っても、「調査を開始する日時において同項に規

定する質問検査等を行おうとする場所」を通知す

ることになっています（国通令３０の４②）。

つまり、一般的には、実地調査を始める場所、

例えば、法人の場合は本店所在地、個人の場合は

事業所や自宅などに通知されることになります。

ハ　調査目的の通知

また、事前通知の内容項目として「調査の目

的」を掲げています。

この点について、国税通則法施行令では、「納

税申告書の記載内容の確認又は納税申告書の提出

がない場合における納税義務の有無の確認その他

これらに類する調査の目的をそれぞれ通知する」

と規定しています（国通令３０の４②）。

つまり、これまで「通常の調査です」などと回

答されていたものを、かたちだけ整えて〝目的〟

と衣替えした程度です。

この点について、国税庁が出した一般納税者向

けの税調手続質疑応答集で、次のように説明され

ています。

法令上、調査の目的（例えば、提出された申告

書の記載内容を確認するため）については事前通

知すべきこととされていますが、実地の調査を行

う理由については、法令上事前通知すべき事項と

はされていませんので、これを説明することはあ

りません。 

しかし、「調査の理由」の開示を課税庁に義務

問１４ 税務代理をお願いしている税理士がい

るので、その税理士にも事前通知を行うようお

願いしたいのですが、何か手続が必要でしょう

か。

問１６ 事前通知の際には、なぜ実地の調査が

必要なのかについても説明してもらえるのです

か。
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づけないと、納税者や税理士等がその調査の必要

性や合理性を判断するのは難しいといえます。今

後の重い検討課題です。

二　調査対象税目と調査期間

調査対象となる税目数と課税期間数は、法令上

の制限がありません。したがって、課税庁は、現

行どおり、複数課税期間の法人税、消費税、源泉

所得税、印紙税の調査を同時に行うことが可能で

す。

事前通知は、納税者（納税義務者）に対して行

うものであることから、「税目と課税期間によっ

て特定された納税義務」を一つの単位とすること

にしています。

国税については、「課税期間のある国税」（所

得税、法人税、消費税、贈与税、酒税など）「課

税期間のない国税」（源泉所得税、相続税など）

があります。とりわけ、「課税期間のない国税」

の〝課税期間〟をどう取り扱うかも問われてきま

す。

これらの点について、手続通達では、次のよう

に規定しています。

（一の調査）

３－１ 

（１） 調査は、納税義務者について税目と課税期

間によって特定される納税義務に関してな

されるものであるから、別段の定めがある

場合を除き、当該納税義務に係る調査を一

の調査として法第７４条の９から法第７４

条の１１までの各条の規定が適用されるこ

とに留意する。 

（注） 例えば、平成２０年分から平成２２年分ま

での所得税について実地の調査を行った場合に

おいて、調査の結果、平成２２年分の所得税に

ついてのみ更正決定等をすべきと認めるときに

は、平成２０年分及び平成２１年分の所得税に

ついては更正決定等をすべきと認められない旨

を通知することに留意する。

（２） 源泉徴収に係る所得税の納税義務とそれ以

外の所得税の納税義務は別個に成立するも

のであるから、源泉徴収に係る所得税の調

査については、それ以外の所得税の調査と

は別の調査として、法第７４条の９から法

第７４条の１１までの各条の規定が適用さ

れることに留意する。 

（３） 同一の納税義務者に納付方法の異なる複数

の印紙税の納税義務がある場合には、それ

ぞれの納付方法によって特定される納税義

務に関してなされる調査について、法第７

４条の９から法第７４条の１１までの各条

の規定が適用されることに留意する。 

（４） 次のイ又はロに掲げる場合において、納税

義務者の事前の同意があるときは、納税義

務者の負担軽減の観点から、一の納税義務

に関してなされる一の調査を複数に区分し

て、法第７４条の９から法第７４条の１１

までの各条の規定を適用することができる

ことに留意する。

イ  同一課税期間の法人税の調査について、

移転価格調査とそれ以外の部分の調査に区

分する場合。 

ロ  連結子法人が複数の連結法人に係る同一

課税期間の法人税の調査について、連結子

法人の調査を複数の調査に区分する場合。

（「課税期間」の意義等）

３－２ 

（１）３－１において、「課税期間」とは、法第２

条第９号《定義》に規定する「課税期間」

をいうのであるが、具体的には、次のとお

りとなることに留意する。 

イ  所得税については、暦年。ただし、年の

中途で死亡した者又は出国をする者に係る

所得税については、その年１月１日からそ

の死亡又は出国の日までの期間。 

ロ  法人税については、事業年度又は連結事

業年度。ただし、中間申告分については、

その事業年度開始の日から６月を経過した

日の前日までの期間、連結中間申告分につ

いては、その連結事業年度開始の日から６

月を経過した日の前日までの期間。 

ハ  贈与税については、暦年。ただし、年の

中途で死亡した者に係る贈与税について

は、その年１月１日からその死亡の日まで

の期間。 

ニ  個人事業者に係る消費税（消費税法第４

７条《引取りに係る課税貨物についての課

税標準額及び税額の申告等》に該当するも

のを除く。）については、暦年。また、法

人に係る消費税（消費税法第４７条《引取

りに係る課税貨物についての課税標準額及

び税額の申告等》に該当するものを除く。）

については、事業年度。ただし、消費税法
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第１９条《課税期間》に規定する課税期間

の特例制度を適用する場合には、当該特例

期間。 

ホ  酒税（酒税法第３０条の２第２項《移出

に係る酒類についての課税標準及び税額の

申告》及び同法第３０条の３《引取りに係

る酒類についての課税標準及び税額の申告

等》に該当するものを除く。）、たばこ税・

たばこ特別税（たばこ税法第１８条《引取

りに係る製造たばこについての課税標準及

び税額の申告等》に該当するものを除く。）、

揮発油税・地方揮発油税（揮発油税法第１　

１条《引取りに係る揮発油についての課税

標準及び税額の申告等》に該当するものを

除く。）、石油ガス税（石油ガス税法第１７

条《引取りに係る課税石油ガスについての

課税標準及び税額の申告等》に該当するも

のを除く。）、石油石炭税（石油石炭税法第

１４条《引取りに係る原油等についての課

税標準及び税額の申告等》に該当するもの

を除く。）、印紙税（印紙税法第１１条《書

式表示による申告及び納付の特例》の規定

の適用を受けるものに限る。）、航空機燃料

税又は電源開発促進税については、その月

の１日から末日までの間。 

ヘ  印紙税（印紙税法第１２条《預貯金通帳

等に係る申告及び納付等の特例》の規定の

適用を受けるものに限る。）については、　

４月１日から翌年３月３１日までの期間。 

（２） 法第７４条の９から法第７４条の１１まで

の各条の規定の適用に当たっては、課税期

間のない国税については、それぞれ次のと

おりとする。 

イ  相続税については、一の被相続人からの

相続又は遺贈（死因贈与を含む。）を一の

課税期間として取り扱う。 

ロ  酒税（酒税法第３０条の２第２項《移出

に係る酒類についての課税標準及び税額の

申告》に該当するものに限る。）について

は、酒税法第３０条の２第２項各号《移出

に係る酒類についての課税標準及び税額の

申告》に該当した時を一の課税期間として

取り扱う。 

ハ  源泉徴収に係る所得税については、同一

の法定納期限となる源泉徴収に係る所得税

を一の課税期間として取り扱う。 

ニ  印紙税（印紙税法第１１条《書式表示に

よる申告及び納付の特例》及び同法第１２

条《預貯金通帳等に係る申告及び納付等の

特例》の規定の適用を受けるものを除く。）

については、調査の対象となる期間を４月

１日から翌年３月３１日までの期間で区分

した各期間（当該区分により１年に満たな

い期間が生じるときは、当該期間）を一の

課税期間として取り扱う。 

ホ  消費税（消費税法第４７条《引取りに係

る課税貨物についての課税標準額及び税額

の申告等》に該当するものに限る。）、酒税

（酒税法第３０条の３《引取りに係る酒類

についての課税標準及び税額の申告等》に

該当するものに限る。）、たばこ税・たばこ

特別税（たばこ税法第１８条《引取りに係

る製造たばこについての課税標準及び税額

の申告等》に該当するものに限る。）、揮発

油税・地方揮発油税（揮発油税法第１１条

《引取りに係る揮発油についての課税標準

及び税額の申告等》に該当するものに限

る。）、石油ガス税（石油ガス税法第１７条

《引取りに係る課税石油ガスについての課

税標準及び税額の申告等》に該当するもの

に限る。）又は石油石炭税（石油石炭税法

第１４条《引取りに係る原油等についての

課税標準及び税額の申告等》に該当するも

のに限る。）については、それぞれ各条に

該当するときの属する時を一の課税期間と

して取り扱う。

（申請等の審査のために行う調査の事前通知）

４－２  申請等の審査のため実地の調査を行う場

合において、納税義務者に通知する事項である法

第７４条の９第１項第５号に掲げる「調査の対象

となる期間」は、当該申請書等の提出年月日（提

出年月日の記載がない場合は、受理年月日）とな

ることに留意する。

すでにふれたように、調査対象とする税目数と

課税期間数については、法令上の特段の制限があ

りません。理論的には、調査官に質問検査権が認

められている税目、除斥期間が考えられます。

例えば法人税の除斥期間は５年ですから５年の

課税期間と調査対象とする通知も可能なようにも

見られます。しかし、実際の調査では３期分程度

で、さらに必要が生じれば遡るというかたちです。

もっとも、今回の課税手続改正の趣旨は、〝こ

れまで課税庁の運用上行われてきた税務調査手続
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の明文化にある〟と説明されています。このこと

を織り込んで考えると、除斥期間を調査期間とす

る通知は、その趣旨を逸脱すると考えられます。

また、手続通達３－２（２）は、「課税期間の

ない税目」（源泉所得税、相続税、印紙税など）

の期間の取り扱いについて基準を示しています。

例えば、源泉所得税は同一の法定納期限となる

もの、相続税は同一の被相続人からの相続等、印

紙税（ただし１１条・１２条適用分を除く）は４

月１日から翌年３月３１日までで区分した各期間

を一（いつ／一つの）の課税期間とすることにな

ります。

この場合、この税目と法人税や消費税などと同

時調査が行われるときには、この課税期間が提供

されることになります。

また、手続通達３－１（１）（注）によると、

是認通知（「更正決定等をすべきと認められない

旨」の通知）については、年分・税目ごとに判定

されます。

ちなみに、国税庁が出した「調査手続の考え方」

の中で、次のように説明しています〔３（２）〕。

（２）通知事項以外の事項についての調査

納税義務者に対する実地の調査において、納税

義務者に対し、通知した事項（上記２（３）注２

に規定する場合における通知事項を含む。） 以外

の事項について非違が疑われた場合には、納税義

務者に対し調査対象に追加する税目、期間等を説

明し理解と協力を得た上で、調査対象に追加する

事項についての質問検査等を行う。

こうした課税当局による説明は、法的拘束力

（法源性）はないものの、実質的に指導・勧奨に

つながりかねません。手続的な適正を確保する面

からさらなる検討が必要です。

⑦ 実地調査の開始日時・場所などの変更の申出

実地調査について事前通知を受けた納税者は、

それを受諾するか、あるいは、「合理的な理由」

をつけて調査の開始日時・場所などについて、変

更を求めることができます。

その場合、課税庁は変更要求項目について協議

に努めることになっています（国通法７４の９

②）。つまり納税者の調査日程の変更要求に応じ

るかどうかについては、課税庁の「努力義務」と

されています。

はっきりと被調査者である納税者の請求権として

構成されていないことに注意する必要があります。

「合理的な理由」について、手続通達では、次

のように規定しています。

（事前通知した日時等の変更に係る合理的な理由）

４－６  法第７４条の９第２項の規定の適用に当

たり、調査を開始する日時又は調査を行う場所の

変更を求める理由が合理的であるか否かは、個々

の事案における事実関係に即して、当該納税義務

者の私的利益と実地の調査の適正かつ円滑な実施

の必要性という行政目的とを比較衡量の上判断す

るが、例えば、納税義務者等（税務代理人を含む。

以下、４－６において同じ。）の病気・怪我等に

よる一時的な入院や親族の葬儀等の一身上のやむ

を得ない事情、納税義務者等の業務上やむを得な

い事情がある場合は、合理的な理由があるものと

して取り扱うことに留意する。 

（注）法第７４条の９第２項の規定による協議の結果、

法第７４条の９第１項第１号又は同項第２号に掲げる

事項を変更することとなった場合には、当該変更を納

税義務者に通知するほか、当該納税義務者に税務代理

人がある場合には、当該税務代理人にも通知するもの

とする。

イ　納税者からの申し出

この点について、国税庁が出した一般納税者向

けの税調手続質疑応答集で、次のように説明され

ています。

税務調査の事前通知に際しては、あらかじめ納

税者の方や税務代理人の方のご都合をお尋ねする

こととしていますので、その時点でご都合が悪い

日時が分かっている場合には、お申し出くださ

い。お申し出のあったご都合や申告業務、決算業

務等の納税者の方や税務代理人の方の事務の繁閑

にも配慮して、調査開始日時を調整することとし

ています。 

また、事前通知後においても、通知した日時に

ついて、例えば、一時的な入院、親族の葬儀、業

務上やむを得ない事情が生じた場合等には、申し

出ていただければ変更を協議します。 

なお、例示した場合以外でも、理由が合理的と

考えられれば変更を協議しますので、調査担当者

までお申し出ください。

ロ　税務代理人

問１５ 事前通知を受けた調査開始日時につい

ては、どのような場合に変更してもらえるので

すか。
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ちなみに、顧問税理士等がある場合にはあわせ

て事前通知することとしていることから（（国通

法７４の９①）、納税者の顧問税理士等が通知さ

れた日時に都合がつかない場合にも、変更を求め

ることができるかが問題になります。

この点について、国税庁が出した「調査手続の

考え方」の中で、次のように説明しています〔２

（２）注〕。

（注） 税務代理人の事情により、調査開始日時又

は調査開始場所を変更する求めがあった場合につ

いても同様に取り扱うことに留意する（手続通達

７－２）。

⑧　調査官の人数等

さらに、事前通知には、「調査の対象となる期

間」は明記されることになっています（国通法７

４の９①五）。しかし、調査に要する時間や日

数、臨場する調査担当者の人数などについては不

透明です。

逆に、調査を担当する「職員が複数であるとき

には、その職員を代表する者の氏名および所属官

署」の通知でよいとしています（国通令３０の４

①二）。

しかし、課税庁職員が大勢で調査に来られるの

は納税者に著しい負担になります。日程の調整を

余儀なくされる場合も出てきます。

この点について、国税庁が出した一般納税者向

けの「税調手続質疑応答集」で、次のように説明

されています。

調査に要する時間や日数は調査開始後の状況に

より異なってきますので、事前通知の時点であら

かじめお知らせすることは困難であることをご理

解願います。 

なお、調査の臨場が複数回に及ぶこととなる場

合には、調査開始後に納税者の方のご都合をお尋

ねしたところで、次回以降の臨場日などを調整い

たします。 

また、調査開始日時に複数の調査担当者が臨場

する場合は、事前通知に際し、調査担当者を代表

する者の氏名・所属官署に加え、臨場予定人数も

併せて連絡することとしています。

調査に要する時間や日数などに加え、人数の明

記を含め調査担当者の開示の仕方の改善が望まれ

ます。

国税通則法改正当初案では、〝原則として被調

査者に文書による事前通知をする〟ことにしてい

ましたが、成立した改正案では口頭で通知をする

ことになっています。

これでは、納税者の手続的権利の保障につなが

らないのではないかとの見方もあります。今後の

検討課題です。

⑨ 事前通知の方法

事前通知の方法については、国税庁が出した一

般納税者向けの税調手続質疑応答集で、次のよう

に説明されています。

実地の調査の事前通知の方法は法令上は規定さ

れておらず、原則として電話により口頭で行うこ

ととしています。また、通知の際には、通知事項

が正確に納税者の方に伝わるように丁寧に行うこ

ととしています。 

なお、電話による事前通知が困難と認められる

場合は、税務当局の判断で書面によって事前通知

を行う場合もありますが、納税者の方からの要望

に応じて事前通知内容を記載した書面を交付する

ことはありません。

⑩ アメリカでは電話による調査の事前通知等は

〝成りすまし犯罪〟対策から原則禁止

アメリカでは、「成りすまし犯罪（identity the-

ft）」問題が深刻です。

連邦課税庁（ＩＲＳ／内国歳入庁）は、納税者

との当初のコンタクトを電子メールや電話を使っ

て行わないことになっています。

また、通常の電子メールを使って共通番号（Ｓ

ＳＮ）、金融口座番号その他の詳細な個人情報の

請求をしてはならないことになっています。

したがって、税の専門家団体や消費者保護団体

などは、課税庁から電話がかかってきた場合に

は、納税者に対して次頁のような対応を行うよう

に案内・ＰＲしています。

アメリカでは、フラット・モデルの共通番号で

ある社会保障番号（ＳＳＮ）が成りすまし犯罪ツ

ールと化して大きな社会問題になり、対応に苦慮

しています。

わが国でも、現在、この種の共通番号（マイナ

ンバー）の導入、個人の納税者番号への転用が検

問１７ 事前通知の際には、調査に要する時間

や日数、臨場する調査担当者の人数は教えても

らえるのですか。

問１２ 希望すれば、事前通知を書面で行って

もらうことはできますか。
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討されています。

しかし極めて危ない番号制であり、この種の番

号制の導入はやめるべきだと思います。別の番号

制を使うべきだと思います（詳しくは、石村耕治

編『現代税法入門塾〔第６版〕』（清文社、２０

１２年）７５２頁以下参照）。

アメリカでの共通番号による成りすまし犯罪は

深刻です。至近では、２０１１年９月１日に、ア

メリカ連邦議会下院歳入員会社会保障小委員会

が、「社会保障番号と子どもの成りすまし犠牲

者」の問題についての公聴会を開催し、対策を練

っています。

この公聴会で、連邦司法省は、２００６年〜２

００８年ベースで、成りすまし犯罪の犠牲者が１

億１７０万件にのぼっていることを明らかにし

た。また、連邦取引委員会（ＦＴＣ）は、成りす

まし犯罪による損害額は、年平均５００億ドル

〔１ドル＝８０円換算で、４,０００億円〕にのぼ

っていると証言しました。こうした成りすまし犯

罪の最大の原因は、フラット・モデルの共通番号

である「社会保障番号（ＳＳＮ）」の多目的利

用・汎用にあります。

連邦課税庁（ＩＲＳ／内国歳入庁）も、共通番

号（ＳＳＮ）を盗用した成りすまし申告の急増に

悩んでいます。２０１２年２月１６日に出した

『ニューズ・リリース』（ＩＲ－２０１２－２３）

で、「ダーティ・ダーズン（Dirty Dozen／汚い手

口）」のみだしで、他人の共通番号（ＳＳＮ）を

盗用した成りすまし不正還付申告や不法就労が急

増している実態を明らかにしました。２０１１年

に、ＩＲＳは、２６万２,０００件の不正事案を発

見し、その金額は１３憶ドルにも上ったと報告さ

れています。

毎年、１億４,０００万件を超える連邦個人所得

税の申告に占める割合からすれば、その比率や金

額は微々たるものとする見方もあります。

しかし、２００８年当時は、不正事案は５万件

程度で金額は２億４,７００万ドル程度であったこ

とからみても、件数では５倍以上に上昇している

ことが分かります。

ＩＲＳ

は、２０

１１年１

月から、

成りすまし不正申告の被害を受けた個人納税者向

けに、「身元保護個人納税者番号（ＩＰＰＩＮ）」

の発行を始めました。

被害納税者は、共通番号（ＳＳＮ）に代えてＩ

ＰＰＩＮで確定申告ができます。ＩＲＳは、２０

１１年に５万件のＩＰＰＩＮを発行しました。２

０１２年度には、２０万件以上のＩＰＰＩＮを発

行することになるもようです。

こうしたアメリカの実情などを参考にして、立

法府はすみやかに文書で税務調査の事前通知を課

税庁に義務付ける仕組みを制度化すべきでしょ

う。余りにも納税者にフレンドリーでない手続を

続けることは、さまざまな外国企業がわが国に進

出してきている現状を織り込んで考えれば、得策

とはいえません。

また、こうした仕組みがない現状では、当面の

対応として、納税者や税理士、弁護士など代理人

は、チェックリストの用意や電話の通話録音をす

る備えをするのも一案です。

（３）「反面調査」など「実地調査」以外の

調査

税務調査には、さまざまなかたちのものが想定

されます。それらのうち、今般に調査手続の整備

の対象となったのは、「実地調査」です。

それ以外の調査、例えば反面調査【納税者本人

との間で取引をしている相手方や金融機関などに

対する調査】や「内視調査【実地調査に先立ち店

舗等の内部や事業経営の様子などを下見する調

査】などは、事前通知の対象外です。

「反面調査」について、国税庁が出した一般納

税者向けの税調手続質疑応答集で、次のように説

明されています。

◆　アメリカでの課税庁の名を語った成りすまし犯罪か
らの納税者防御策

①「分かりました。それでは文書でその旨を通知し

てください。」と告げて、電話を切る。

②電話番号通知サービスを使って留守番メモを残し

ている場合で、電話を掛け直すときには自分の電

話番号は非通知でかける。相手が電話番号を通知

するように求めても番号通知では電話をしない。

③ＩＲＳが連絡を求める旨の電話料金無料の留守番

音声メモが残されていても、絶対にその番号へ折

り返し電話をしない。電話したとたんに、海外へ

接続し後に高額の電話料金を請求されるはめにな

るおそれを自覚すること。

◆　税務関連成りすまし犯罪の発生件数

・２００８年　   ５１，７０２件

・２００９年　１６９，０８７件

・２０１０年　２４８，３５７件

・２０１１年　２６２，０００件
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税務当局では、取引先など納税者の方以外の方

に対する調査を実施しなければ、納税者の方の申

告内容に関する正確な事実の把握が困難と認めら

れる場合には、その取引先等に対し、いわゆる反

面調査を実施することがあります。 

いわゆる反面調査の場合には、事前通知に関す

る法令上の規定はありませんが、運用上、原則と

して、あらかじめその対象者の方へ連絡を行うこ

ととしています。 

（注） 一部の間接諸税については、納税者の方以外

の方に対する調査の場合でも、原則として事前通知を

行うことが法令上規定されています。

また、国税庁が出した一般納税者向けの税調手

続質疑応答集で、次のように説明されています

〔３（６）〕。

３（６）反面調査の実施 

取引先等に対する反面調査の実施に当たって

は、その必要性と反面調査先への事前連絡の適否

を十分検討する。 

（注） 反面調査の実施に当たっては、反面調査である

旨を取引先等に明示した上で実施することに留意する。

この点についての法整備は、反面調査先のみな

らず、納税者本人への事前通知制度の整備を含

め、今後の重い検討課題です。

（４）　無予告実地調査の法定化

いわゆる「無予告実地調査」ができることが法

定されました。

すなわち、課税庁は、被調査者である納税義務

者の申告や過去の調査実績、事業内容などから、

違法または不当な行為を容易にし、正確な所得ま

たは税額などの把握を困難にするおそれその他国

税に関する調査の適正が遂行に支障を及ぼすおそ

れがあると認めるときには、事前通知をしなくと

もよいこととされました（国通法７４の１０）。

言い換えると、課税庁が〝おそれ〟があると判

断する場合には、無予告調査ができるとしたわけ

です。無予告調査を実施する場合には、顧問税理

士等にも事前通知をしないことになります。

① 無予告実地調査に関する手続通達の定め

この点について、手続通達では、次のように規

定しています。

（「その営む事業内容に関する情報」の範囲等）

４－７  法第７４条の１０に規定する「その営む

事業内容に関する情報」には、事業の規模又は取

引内容若しくは決済手段などの具体的な営業形態

も含まれるが、単に不特定多数の取引先との間に

おいて現金決済による取引をしているということ

のみをもって事前通知を要しない場合に該当する

とはいえないことに留意する。

（「違法又は不当な行為」の範囲）

４－８  法第７４条の１０に規定する「違法又は

不当な行為」には、事前通知をすることにより、

事前通知前に行った違法又は不当な行為の発見を

困難にする目的で、事前通知後は、このような行

為を行わず、又は、適法な状態を作出することに

より、結果として、事前通知後に、違法又は不当

な行為を行ったと評価される状態を生じさせる行

為が含まれることに留意する。

（「違法又は不当な行為を容易にし、正確な課税

標準等又は税額等の把握を困難にするおそれ」が

あると認める場合の例示）

４－９ 法第７４条の１０に規定する「違法又は

不当な行為を容易にし、正確な課税標準等又は税

額等の把握を困難にするおそれ」があると認める

場合とは、例えば、次の（１）から（５）までに

掲げるような場合をいう。 

（１） 事前通知をすることにより、納税義務者に

おいて、法第１２７条第２号又は同条第３

号に掲げる行為を行うことを助長すること

が合理的に推認される場合。 

（２） 事前通知をすることにより、納税義務者に

おいて、調査の実施を困難にすることを意

図し逃亡することが合理的に推認される場

合。

（３） 事前通知をすることにより、納税義務者に

おいて、調査に必要な帳簿書類その他の物

件を破棄し、移動し、隠匿し、改ざんし、

変造し、又は偽造することが合理的に推認

される場合。 

（４） 事前通知をすることにより、納税義務者に

おいて、過去の違法又は不当な行為の発見

を困難にする目的で、質問検査等を行う時

点において適正な記帳又は書類の適正な記

載と保存を行っている状態を作出すること

問２１ 取引先等に対する調査を実地の調査と

して行う場合には、事前通知は行われないので

すか。
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が合理的に推認される場合。 

（５） 事前通知をすることにより、納税義務者に

おいて、その使用人その他の従業者若しく

は取引先又はその他の第三者に対し、上記

（１）から（４）までに掲げる行為を行う

よう、又は調査への協力を控えるよう要請

する（強要し、買収し又は共謀することを

含む。）ことが合理的に推認される場合。

（「その他国税に関する調査の適正な遂行に支障

を及ぼすおそれ」があると認める場合の例示）

４－１０  法第７４条の１０に規定する「その他

国税に関する調査の適正な遂行に支障を及ぼすお

それ」があると認める場合とは、例えば、次の

（１）から（３）までに掲げるような場合をいう。 

（１） 事前通知をすることにより、税務代理人以

外の第三者が調査立会いを求め、それによ

り調査の適正な遂行に支障を及ぼすことが

合理的に推認される場合。 

（２） 事前通知を行うため相応の努力をして電話

等による連絡を行おうとしたものの、応答

を拒否され、又は応答がなかった場合。 

（３） 事業実態が不明であるため、実地に臨場し

た上で確認しないと事前通知先が判明しな

い等、事前通知を行うことが困難な場合。

以上の手続通達の要点を簡潔に示すと、次のと

おりです。

②　無予告実地調査についての一般納税者への説明

また、この点について、一般納税者向けの税調

手続質疑応答集で、次のように説明されていま

す。

実地の調査を行う場合には、原則として、調査

の対象となる納税者の方に対して、調査開始前に

相当の時間的余裕を置いて、電話等により、実地

の調査を行う旨、調査を開始する日時・場所や調

査の対象となる税目・課税期間、調査の目的など

を通知します。 

ただし、法令の規定に従い、申告内容、過去の

調査結果、事業内容などから、事前通知をする

と、①違法又は不当な行為を容易にし、正確な課

税標準等又は税額等の把握を困難にするおそれ、

又は、②その他、調査の適正な遂行に支障を及ぼ

すおそれがあると判断した場合には、事前通知を

しないこともあります。 

なお、事前通知が行われない場合でも、運用

上、調査の対象となる税目・課税期間や調査の目

的などについては、臨場後速やかに説明すること

としています。

法令上、事前通知を行わないこととした理由を

説明することとはされていません。ただし、事前

通知が行われない場合でも、運用上、調査の対象

となる税目・課税期間や調査の目的などについ

ては、臨場後速やかに説明することとしていま

す。 

また、事前通知をしないこと自体は不服申立て

を行うことのできる処分には当たりませんから、

事前通知が行われなかったことについて納得いた

だけない場合でも、不服申立てを行うことはでき

ません。

税務当局では、実地の調査以外にも、税務署に

イ　手続通達４－７

たんに、不特定多数の取引先との間における現金取引を

行っているだけでは「通知を要しない」ケースにはあて

はまりません。

ロ　手続通達４－８

違法または不当な行為には、事前通知によって、それ以前

の違法または不当な行為の発見を困難にする目的をもっ

て、事前通知後の、違法または不当な行為を行ったと評

価される場合を含みます。

違法または不当な行為を容易にし、正確な課税標準等の

把握を困難にするおそれについて、合理的に推認される

ケースを例示しています。

ハ　手続通達４－９

二　手続通達４－１０

その他の国税に関する調査の適正な遂行に支障を及ぼす

おそれにあたるケースを例示しています。

「合理的に推認される」とは、「客観的に誰がみても

そのように思う」状態をさします。したがって、ケース

の積み重ねが必要といえます。

問１８ 実地の調査が行われる場合には必ず事

前通知がなされるのですか。

問１９ 事前通知なしに実地の調査が行われた

場合、事前通知が行われなかった理由の説明は

ありますか。また、事前通知をしないことに納

得できない場合には不服を申し立てられますか。

問２０ 実地の調査以外の調査が行われる場合

には、調査の対象となる税目・課税期間や調査

の目的等についての説明は受けられないのです

か。
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お越しいただいて申告内容を確認するなどの方法

で調査を行う場合があります。このような実地の

調査以外の調査を行う場合は、法令上は事前通知

は求められていませんが、運用上の対応として、

来署等を依頼するための連絡の際などに、調査の

対象となる税目・課税期間や調査の目的等を説明

することとしています。

税務当局では、取引先など納税者の方以外の方

に対する調査を実施しなければ、納税者の方の申

告内容に関する正確な事実の把握が困難と認めら

れる場合には、その取引先等に対し、いわゆる反

面調査を実施することがあります。 

いわゆる反面調査の場合には、事前通知に関す

る法令上の規定はありませんが、運用上、原則と

して、あらかじめその対象者の方へ連絡を行うこ

ととしています。 

（注） 一部の間接諸税については、納税者の方以外

の方に対する調査の場合でも、原則として事前通知を

行うことが法令上規定されています。

本来〝例外〟であるはずの無予告調査が一般化

するおそれも強いところです。

仮に例外を置くとしても、被調査者も納得でき

るように、課税庁は、客観的な基準を定立し公表

する必要があると思います。今後の重い検討課題

です。

税務調査手続は、大きく「調査開始前手続」、

「調査時手続」および「調査終了後手続」に分け

ることができます。このうち、今回の見直しのう

ち「調査時手続」については、罰則つきで帳簿書

類等の提示、提出を求める権限の付与、提出した

帳簿書類等の留置き、税務調査の期間の延長、が

盛り込まれ、課税庁の納税者に対する調査権限が

強化されました。

（１）質問検査に加え、罰則つきで帳簿書類

等の提示、提出を求める権限の付与

国税通則法が改正され、課税庁が実地調査にお

いて質問検査等を行う場合に、これまでの「帳簿

書類その他の物件」（以下「帳簿書類等」）の

「質問」や「検査」に加え、新たに「提示」や

「提出」、「その写し」を求めることができるよ

うになりました（例えば、国通法７４の２）。

また、納税者が、正当な理由がないのにもかか

わらず「提示」ないし「提出」に応じない場合、

または偽りの記載ないし記録をした帳簿書類等を

「提示」・「提出」した場合に、課税庁は罰則

（１年以下の懲役または５０万円以下の罰金）を

科すこともできますから注意を要します（国通法

１７２二）。

①　「帳簿書類その他の物件」とは

帳簿書類その他の物件（以下「帳簿書類等」と

もいう。）とは、通例、①「帳簿類」、つまり出納

帳、売上簿、仕入帳、通帳などと、②「書類」、

つまり請求書、領収書などを指します。

この帳簿書類等の範囲について、手続通達で

は、次のように定めています。

（質問検査等の対象となる「帳簿書類その他の物

件」の範囲）

１－５ 法第７４条の２から法第７４条の６まで

の各条に規定する「帳簿書類その他の物件」には、

国税に関する法令の規定により備付け、記帳又は

保存をしなければならないこととされている帳簿

書類のほか、各条に規定する国税に関する調査又

は法第７４条の３に規定する徴収の目的を達成す

るために必要と認められる帳簿書類その他の物件

も含まれることに留意する。 

（注） 「帳簿書類その他の物件」には、国外において

保存するものも含まれることに留意する。

ここでは、①「法令で規定されている帳簿書類

等」と、②「調査を行う上で必要と認められる書

類」が含まれています。

①については、事前通知等で明示されることか

ら、その範囲については予め想定しやすいといえ

ます。

問題は②についてです。一般的に言えば、実地

調査の際に参考となる書類等を指すものと思われ

ます。具体的には、つまり請求書、領収書、契約

書、納品書、賃金台帳、タイムカードなどを指し

ます。

「その他の物件」については、預金通帳なども想

定されるが、具体的な物件は定かではありません。

② 「その写しを含む」とは

問２１ 取引先等に対する調査を実地の調査と

して行う場合には、事前通知は行われないので

すか。

調査時手続３
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実地調査は、その原本をもとに実施されるべき

です。また、実務でも、原本をもとに調査がすす

められています。

それにもかかわらず、「提示、提出」を行う場

合に、「その写しを含む」という規定を設けたの

は、明らかに「留置き」、つまり「持ち帰り」を

前提としたものと思われます。

写し（コピー）の提出を求められれば、そのコ

ピーを調査官へ提出せざるを得ないことから、課

税庁の大幅な権限強化につながるのではないかと

思われます。

コピー料を負担したうえで取ったコピーは、取

った側に所有権があるといえます。そうでない場

合には、返還を求められれば、還付するのが常識

と解されます。

「写し」について、一般納税者向けの税調手続

質疑応答集では、次のように説明されています。

調査の過程で調査担当者に提出するために新た

に作成した帳簿書類等の写し（コピー）の提出を

受けても留置きには当たらないこととしているの

は、通常、そのような写し（コピー）は返還を予

定しないものであるためです。他方、納税者の方

が事業の用に供するために保有している帳簿書類

等の写し（コピー）をお預かりする場合は、返還

を予定しないものとは言えませんから、留置きの

手続によりお預かりすることとなります。

（２）「提出」、「提示」の意味

帳簿書類等の「提示」および「提出」の受忍義

務の新設は、調査後手続などにも大きな影響を及

ぼす可能性があります。

例えば、納税義務者が消費税の本則課税を選択

しているとします。納税者である法人が保存する

帳簿や請求書等を「提示」するように求められた

場合で、その提示が不十分とされたときには、課

税庁は仕入税額控除を否認することが想定されま

す（消税法３０⑦）。

一方、「提出」については、例えば調査時に、

調査場所以外にある資料を調査場所に提出するよ

うに求め、その際にかかる人件費、運搬費、機密

保持費用等の負担を納税者側に強いることなども

想定されます。例えば、海外支店にある資料の提

出を求めることも想定されます。

ちなみに、手続通達１－５では、提出の対象に

もなる「帳簿書類その他の物件」の範囲につい

て、次のように規定しています。

（質問検査等の対象となる「帳簿書類その他の物

件」の範囲）

１－５  法第７４条の２から法第７４条の６まで

の各条に規定する「帳簿書類その他の物件」には、

国税に関する法令の規定により備付け、記帳又は

保存をしなければならないこととされている帳簿

書類のほか、各条に規定する国税に関する調査又

は法第７４条の３に規定する徴収の目的を達成す

るために必要と認められる帳簿書類その他の物件

も含まれることに留意する。 

（注）「帳簿書類その他の物件」には、国外において保

存するものも含まれることに留意する。

調査官からの、常識的、合理的必要性を超える

範囲に提出要請をどのように法的に統制していく

べきかについては、今後、争訟などを通じて明確

になるものと思われます。

ただ、このように、法源性がない税務通達を使

って、実質的に調査などの対象の範囲を拡大する

ことは、憲法に定める租税法律主義の観点からみ

ても、好ましいこととはいえません。

また、何月何日から～何月何日までのＥメール

のコピーを、改ざんしないで提出してくださいと

納税者に求め、調査の結果、改ざんがあったとさ

れた場合には罰則を科すことも想定されます。

このように、新たに納税者に「提出」を義務付

けることは、税務職員がその権限を行使すればで

きることを、納税者の「提出」義務に置き替え

て、調査事務の負担を納税者に転嫁するおそれが

強いわけです。

国税通則法では、課税庁の調査官は「提示もし

くは提出」を求めることができると規定していま

す（国通法７４の２①）。

この場合、「提示」は、〝たんに差し出して見

せる〟という意味と解されます。したがって、〝そ

の場で見せて返してもらえる〟ことになると思い

ます。

一方、「提出」についても、「提示」と同じ意

味であるととることができます。しかし、「提

問４ 提出される物件が、調査の過程で調査担

当者に提出するために新たに作成された写しで

ある場合には、留置きには当たらないとのこと

ですが、自己の事業の用に供するために調査前

から所有している物件が写しである場合（取引

書類の写しなど）であっても、留置きには当た

らないのでしょうか。
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出」といった場合、確定申告書の提出の例に見ら

れるように、提出したとたんに提出物の占有が相

手方（課税庁）に移ってしまうことを意味すると

とることもできます。

この点について、課税庁は、提出したもの（そ

の写しを含みます。）を、次のような見解を示し

て、課税庁の占有に移すことと解しています（手

続通達１－６）。

（「物件の提示又は提出」の意義）

１－６  法第７４条の２から法第７４条の６まで

の各条の規定において、「物件の提示」とは、当

該職員の求めに応じ、遅滞なく当該物件（その写

しを含む。）の内容を当該職員が確認し得る状態

にして示すことを、「物件の提出」とは、当該職

員の求めに応じ、遅滞なく当該職員に当該物件

（その写しを含む。）の占有を移転することをい

う。

つまり、課税庁の解釈によると、納税者が提出

したとたんに提出した帳簿資料等の占有権が課税

庁に移ってしまうことになります。

したがって、納税者が提出した帳簿資料等を強

引に取り戻すなどの行為をすると、場合によって

は、検査妨害罪（国通法１２７二）、公務執行妨

害罪（刑法９５①）などを問われるはめになりま

す。

調査官から物件（帳簿書類等）を出すように求

められた場合には、「提示」なのか、「提出」な

のか、その都度確認する必要があります。

とりわけ、今回の改正では、後でふれるよう

に、納税者から提出され課税庁の占有物となった

帳簿書類等を「留置く」【署等への持帰り】権限

を定めています。

したがって、「提出」を求める権限とその求め

に応じて提出し課税庁が占有する帳簿書類等を

「留置く」権限は一体化してとらえる必要があり

ます。相乗的に納税者の心理的負担を増加させ、

納税者の権利状況を一層悪化させるおそれが強い

わけです。

「提示」や「提出」といった不確定な言葉（概

念）を使って納税者の受忍義務の拡大をはかるこ

とは、憲法が定める租税法律主義（８４条）の内

在的な要請である課税要件明確主義とぶつかるこ

とはもとより、納税者の手続的な権利保護の面か

らみても重大な問題をはらんでいます。

とりわけ「提出」の要件などを明確にして、法

律で〝縛り〟をかける精緻な議論が必要だったわ

けです。歯止めをかける十分な議論をしないで改

正法を通過させてしまった立法府のあり方が問わ

れています。今後の検討課題です。

（３）「提示、提出」は、「捜索」と違う

「間接強制の伴う調査」という意味では、「課

税処分のための調査」（国通法上の調査／国通法

７２の２以下）と「滞納処分のための調査」（国

徴法上の調査／国徴法１４１以下）は、同じよう

な性格を有しているようにも見えます。

①　国税徴収法上の調査と国税通則法上の調査を

比べてみる

国税徴収法は、「財産の調査」について、次の

ように規定しています。

第二款　財産の調査

（質問及び検査）

第１４１条  徴収職員は、滞納処分のため滞納者

の財産を調査する必要があるときは、その必要と

認められる範囲内において、次に掲げる者に質問

し、又はその者の財産に関する帳簿書類（中略）

を検査することができる。 

一　滞納者 

二　滞納者の財産を占有する第三者及びこれを　

占有していると認めるに足りる相当の理由が 

ある第三者 　

三　滞納者に対し債権若しくは債務があり、又

は滞納者から財産を取得したと認めるに足り　

る相当の理由がある者 

四　滞納者が株主又は出資者である法人 

（捜索の権限及び方法）

第１４２条  徴収職員は、滞納処分のため必要が

あるときは、滞納者の物又は住居その他の場所に

つき捜索することができる。 

２　徴収職員は、滞納処分のため必要がある場合

には、次の各号の一に該当するときに限り、第

三者の物又は住居その他の場所につき捜索する

ことができる。 

一　滞納者の財産を所持する第三者がその引渡

をしないとき。 

二　滞納者の親族その他の特殊関係者が滞納者

の財産を所持すると認めるに足りる相当の理

由がある場合において、その引渡をしないとき。 

３　徴収職員は、前二項の捜索に際し必要がある
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ときは、滞納者若しくは第三者に戸若しくは金　

庫その他の容器の類を開かせ、又は自らこれら

を開くため必要な処分をすることができる。 

（捜索の時間制限）

第１４３条  捜索は、日没後から日出前まではす

ることができない。ただし、日没前に着手した捜

索は、日没後まで継続することができる。 

２　旅館、飲食店その他夜間でも公衆が出入する

ことができる場所については、滞納処分の執行

のためやむを得ない必要があると認めるに足り

る相当の理由があるときは、前項本文の規定に

かかわらず、日没後でも、公開した時間内は、

捜索することができる。 

（捜索の立会人）

第１４４条  徴収職員は、捜索をするときは、そ

の捜索を受ける滞納者若しくは第三者又はその同

居の親族若しくは使用人その他の従業者で相当の

わきまえのあるものを立ち会わせなければならな

い。この場合において、これらの者が不在である

とき、又は立会に応じないときは、成年に達した

者二人以上又は市町村長の補助機関である職員若

しくは警察官を立ち会わせなければならない。 

（身分証明書の呈示等）

第１４７条  徴収職員は、この款の規定により質

問、検査又は捜索をするときは、その身分を示す

証明書を携帯し、関係者の請求があつたときは、

これを呈示しなければならない。 

２　この款の規定による質問、検査又は捜索の権

限は、犯罪捜査のために認められたものと解し

てはならない。 

徴収法上の調査では、債務不履行という一種の

債務法上違法が存在することを理由に〝質問・検

査〟に加え、強制調査としての〝捜索〟を認めて

います。

しかし、国通法上の調査の場合（国通法７４の

９）と同様に、「犯罪捜査のために認められたも

のと解してはならない」（徴収法１４７②）との

規定を置いています。

このことで、〝捜索〟が行政手続であることを

法認しています。

結果として、これらの調査を、適正手続を保障

した憲法（３１）の枠外に置くことを正当化して

います。

しかも、〝捜索〟を、行政の自力執行力の枠内

で行えるものとし、滞納者等が不在や非協力の場

合には、法所定の立会人を用意すればよしとして

います（徴収法１４４）。

結果として、〝捜索〟を令状主義（司法の介

在）の枠外に置くことを法認しているわけです。

つまり、徴収職員が、滞納処分を行ううえで

〝捜索〟を必要と認めた場合には、令状代わりの

身分証明書を携帯することでいつでも行える構図

をつくりあげているわけです。

これは、国犯法上の調査を任意調査として実施

する際に（国犯法１①）、調査担当官が身分証明

書を携帯すれば〔したがって、呈示は必要条件で

はない〕、令状主義の枠外に置かれることになる

のと相通じるところがあります。

つまり、国犯法上の調査は、犯罪の摘発を目的

としているのにもかかわらず、調査担当者が必要

と認めれば身分証明書の携帯でいつでも調査を行

うことができるようになっているわけです。

また、任意調査であっても、犯罪の摘発を目的

としていることから、被調査者には黙秘権があり

ます。にもかかわらず、調査の際に被調査者への

黙秘権の告知は、身体拘束が伴わないことを理由

に、必要ないとする解釈にもつながっています

（最判昭５９な３な２７・刑集３８巻５号２０３

７頁）。

②　国税通則法上の「実地調査」は〝捜索〟とは

異なる

今回の国税通則法の改正により設けられた「国

税の調査」（第７章の２）では、「質問検査権」

について、次のように規定しました。

（当該職員の所得税等に関する調査に係る質問検

査権）

第７４条の２　国税庁、国税局若しくは税務署

（以下「国税庁等」という。）又は税関の当該職員

（税関の当該職員にあつては、消費税に関する調

査を行う場合に限る。）は、所得税、法人税又は

消費税に関する調査について必要があるときは、

次の各号に掲げる調査の区分に応じ、当該各号に

定める者に質問し、その者の事業に関する帳簿書

類その他の物件（税関の当該職員が行う調査にあ

つては、課税貨物（消費税法第二条第一項第十一

号（定義）に規定する課税貨物をいう。第四号イ

において同じ。）又はその帳簿書類その他の物件

とする。）を検査し、又は当該物件（その写しを

含む。次条から第七十四条の六まで（当該職員の
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質問検査権）において同じ。）の提示若しくは提

出を求めることができる。

この規定からわかるように、帳簿書類等の検査

については、これまでの「帳簿書類その他の物件

の検査」であったものが、「帳簿書類その他の物

件の検査、当該物件の提示若しくは提出」と規定

されました。さらに、「提示若しくは提出」には

「その写しを含む」とされました。

したがって、これらの物件やその写しは、調査

官が必要と認めれば「提示、提出」の対象となる

と読むことも可能です。

改正前は、調査官から、パソコンのデータ、金

庫、机の中、被調査者のカバンやハンドバックな

どの中身を見せて欲しいとの求めがあった場合、

〝検査〟権限より求められていなかったことか

ら、その要請を拒むことも可能でした。

「提示、提出」権限が認められた改正を受け

て、こうした調査官の要請にどう応じるかが問わ

れてきます。

すでにふれたように、国税徴収法上の「財産の

調査」では、「質問検査」に加え、一種の強制調

査である「捜索」の権限が認められています（国

徴法１４１、１４２）。

国税通則法が想定している「提示、提出」の権

限は、この「捜索」の権限とは、明らかに異なる

といえます。

言い換えると、「提出、提示」の権限行使が、

実質的に「捜索」に等しいかたちで行使される場

合には、任意調査である国税通則法上の「必要

性」を逸脱し、調査権限の法的限界を超えている

と解されます。

したがって、非調査者の私物等に対する「提

示、提出」要請があったとしても、その要請の目

的や理由を聴取する必要があります。

ちなみに、憲法３５条は、何人も，逮捕の場合

を除いては，司法官憲（裁判官）が正当な理由に

基づいて、捜索の場所と押収すべき物を明示して

発付する個別の令状によらなければ，住居，所持

品等の捜索を受けない権利を保障しています。ま

た、憲法９９条は、公務員に対する憲法尊重擁護

の義務を負わせています。納税者のくらしに憲法

をいかす税務調査実務が求められています。

税務調査手続を法定化したとしても、税務調査

の方法や調査官の裁量統制まで律しているわけで

はありません。したがって、調査実務において

は、さまざまな問題が起きてきます。

例えば、課税庁が、国通法上の調査〔課税処分

のための調査〕から国犯法上の調査〔犯罪の摘発

を目的とした調査〕に移行したとします。この場

合、被調査者に対しどの時点で移行したのかを告

知する法的手続も不透明です。

税務当局は、できるだけ被調査者に通知するよ

うに現場を指導していると聞きます。

しかし、こうした不透明な手続のもとでは、犯

則調査によって得られた資料を課税処分に流用す

ること、あるいはその逆、の適否が問われてきま

す。

判例は肯定的ですが（最判昭６３な３な３１・

判時１２７６号３９頁、最決平１６な１な２０・

判タ１１４４号１６７頁）、問題がないとはいえ

ません。

このように、現行の各種税務調査手続では、行

政の自力執行力を前面に押し出し、課税庁が必要

と認めれば、調査担当者の身分証明書の携帯でも

って調査を開始できるという構図にあります。

また、被調査者は、合理的な理由があるとされ

た場合以外はそれを拒否できないかたちになって

います（国通法７４の９②、手続通達４－６）。

このように、そもそも、課税庁は強大な権限を

有しており、こうした権限に納税者・被調査者が

対峙できるように手続の透明化・適正化が求めら

れるわけです。

ところが、今回の調査手続の見直しでは、課税

庁の権限を強化しようとする意図がありありで、

被調査者の手続上の権利保護の面で逆に新たな問

題を惹起する結果となっています。

（４）私物やセンシティブ情報の提示・提出

と職業人の刑法上の守秘義務との関係

税務調査の際の私物の提示・提出と刑法上の守

秘義務との関係について、一般納税者向けの税調

手続質疑応答集で、次のように説明されています。

①　私物に対する提示・提出権限の行使

税務調査の際の私物への提示・提出権限につい

て、一般納税者向けの税調手続質疑応答集では、

次のように説明されています。

問７ 法人税の調査の過程で帳簿書類等の提

示・提出を求められることがありますが、対象

となる帳簿書類等が私物である場合には求めを

断ることができますか。
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法令上、調査担当者は、調査について必要があ

るときは、帳簿書類等の提示・提出を求め、これ

を検査することができるものとされています。 

この場合に、例えば、法人税の調査において、

その法人の代表者名義の個人預金について事業関

連性が疑われる場合にその通帳の提示・提出を求

めることは、法令上認められた質問検査等の範囲

に含まれるものと考えられます。 

調査担当者は、その帳簿書類等の提示・提出が

必要とされる趣旨を説明し、ご理解を得られるよ

う努めることとしていますので、調査へのご協力

をお願いします。

もっとも、事業と関連を持たない本人や家族の

預貯金、従業員の預貯金、手帳やかばんなどの私

物、家計簿、私的な書類などは、調査の対象物件

にはあたりません。実地の調査では、調査官は、

机の引出しや金庫などを調査することも少なくあ

りません。しかし、その所有者なら事前の同意が

必要です（大阪高判平１０.３.１９・税資２３１

号、判タ１０４５号１８３頁）。

②　センシティブ情報に対する提示・提出権限の

行使

税務調査の際の職業上の守秘義務を負う医師や

弁護士、宗教者に対する提示・提出権限の行使に

ついて、国税庁が出した一般納税者向けの「税調

手続質疑応答」集で、次のように説明されていま

す。

調査担当者は、調査について必要があると判断

した場合には、業務上の秘密に関する帳簿書類等

であっても、納税者の方の理解と協力の下、その

承諾を得て、そのような帳簿書類等を提示・提出

いただく場合があります。 

いずれの場合においても、調査のために必要な

範囲でお願いしているものであり、法令上認めら

れた質問検査等の範囲に含まれるものです。調査

担当者には調査を通じて知った秘密を漏らしては

ならない義務が課されていますので、調査へのご

協力をお願いします。

医師のもとにある診療（カルテ）情報や、宗教

者のもとにある過去帳・檀信徒名簿・入信報告書

など宗教法人が保有する「聖」の面にかかわる宗

教上のプライバシーのかかわるセンシティブ情報

（機微情報）は、検査対象物にしてはならないと

考えられます。

というのは、医師や宗教者は、刑法上の守秘義

務を課されているからです。

つまり、医師や宗教者は、その業務や活動に伴

って知り得た患者や信徒の秘密を故（理由も）な

く他人に漏らすことが禁じられています。

守秘義務違反は、刑法１３４条２項〔秘密漏示

罪〕のもとで処罰の対象となっています。

注意しなければならないのは、双方の守秘義務

は、〝一方の義務履行によって他方の義務が解除

される関係にない〟という点です。

つまり、「課税庁の職員には守秘義務があるか

ら漏らしても大丈夫」とはならないわけです。課

税庁職員に守秘義務があるとしても、医師や宗教

者がセンシティブ情報を漏らすこと自体が守秘義

務違反（秘密漏示罪）を問われることになるから

です。

たしかに、カルテは、税務調査対象物件にあた

るとした裁判例もあります（最判平２な７な１

９・税資１８０号３００頁、最判平９な３な１

４・税資２２２号８７５頁）。

しかし、税務職員は、守秘義務があるから提

示・提出に協力せよとする論理は乱暴すぎると思

います。

こうしたことから、原則として、職業の守秘義

務にかかるセンシティブ情報の開示（提示・提

出）に応じないことについては、応じないことに

「正当な理由」（国通法１２７三）があるものと

解されます。

ちなみに、国税庁の「調査手続の実施に当たっ

ての基本的な考え方等について」では、次のよう

に説明されています。

（４）帳簿書類その他の物件の提示・提出の求め 

調査について必要がある場合において、質問検査

等の相手方となる者に対し、帳簿書類その他の物

件（その写しを含む。）の提示・提出を求めると

きは、質問検査等の相手方となる者の理解と協力

の下、その承諾を得て行う。 

（注） 質問検査等の相手方となる者について、職務上

の秘密についての守秘義務に係る規定（例：医師等の

守秘義務）や調査等に当たり留意すべき事項に係る規

定（例：宗教法人法第８４条）が法令で定められてい

る場合においては、質問検査等を行うに当たっては、

問８ 調査対象となる納税者の方について、医

師、弁護士のように職業上の守秘義務が課され

ている場合や宗教法人のように個人の信教に関

する情報を保有している場合、業務上の秘密に

関する帳簿書類等の提示・提出を拒むことはで

きますか。
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それらの定めにも十分留意する。

（５）提出した帳簿書類等の留置き

さらに、国税通則法の改正により、提出要求に

応じて提出した帳簿書類等は、調査に必要あると

きには、これを留置くこと【署等への持帰り】が

できるようになりました（国通法７４の７）。

手続通達では、「提示、提出」、「留置き」に

ついて、次のように規定しています。

（「物件の提示又は提出」の意義）

１－６  法第７４条の２から法第７４条の６まで

の各条の規定において、「物件の提示」とは、当

該職員の求めに応じ、遅滞なく当該物件（その写

しを含む。）の内容を当該職員が確認し得る状態

にして示すことを、「物件の提出」とは、当該職

員の求めに応じ、遅滞なく当該職員に当該物件

（その写しを含む。）の占有を移転することをいう。

（「留置き」の意義等）

２－１ 

（１） 法第７４条の７に規定する提出された物件

の「留置き」とは、当該職員が提出を受け

た物件について国税庁、国税局若しくは税

務署又は税関の庁舎において占有する状態

をいう。 

ただし、提出される物件が、調査の過程

で当該職員に提出するために納税義務者等

が新たに作成した物件（提出するために新

たに作成した写しを含む。）である場合は、

当該物件の占有を継続することは法第７４

条の７に規定する「留置き」には当たらな

いことに留意する。 

（注）当該職員は、留め置いた物件について、善良

な管理者の注意をもって管理しなければならな

いことに留意する。

（２） 当該職員は、令第３０条の３第２項に基づ

き、留め置いた物件について、留め置く必

要がなくなったときは、遅滞なく当該物件

を返還しなければならず、また、提出した

者から返還の求めがあったときは、特段の

支障がない限り、速やかに返還しなければ

ならないことに留意する。

（留置きに係る書面の交付手続）

２－２  令第３０条の３の規定により交付する書

面の交付に係る手続については、法第１２条第４

項《書類の送達》及び規則第１条第１項《交付送

達の手続》の各規定の適用があることに留意する。

「留置き」とは、一般的には物を占有すること

を意味します。とりわけ、公的機関が留置く場合

には「領置
りょうち

」といいます。提出した帳簿書類等

は、提出した瞬間に提出物の占有が相手方（課税

庁）に移ってしまうわけです（手続通達１－６・

２－１《１》）。

納税者は、課税庁に占有権が移ってしまった帳

簿書類等を実力で取り戻すことはできません。

これまでも課税実務では留置き【署等への持帰

り】が行われていましたが、今回は、こうした課

税庁の「留置き」する権限をさらに強化するため

に法律で規定しました。

①　留置きとは

課税実務では、例えば、課税庁は、納税者が、

提出した申告書の控えを紛失し、正本のコピーが

欲しいといっても、〝見せてやるから書き写せ〟

という不誠実な対応です。提出したものの占有権

は課税庁にあるということからくる対応でしょ

う。（これこそ、まさに「納税者権利憲章」が必

要な理由でしょう。）

国税通則法では、留置き（領置）の権限を規定

するのみで、納税者が提出し課税庁が留置いた帳

簿書類等について、課税庁の開示義務、安全保管

義務および返還義務などについてはまったくふれ

ていません。

この点については、立法時に税界からの批判を

受けたので、政令において、課税庁は、留置いた

物件について必要事項を記載した書面（いわゆる

「預り証」）を納税者に交付しなければならない

と規定するにいたりました（国通令３０の３①）。

この場合、善良なる管理者の注意でもって監

理・占有する、としています（国通令３０の３

③、手続通達２－１《１》）。

また、提出を受け「留め置いた物件について留

め置く必要がなくなったときには、遅滞なく、こ

れを返還しなければならない。」ことになってい

ます（国通令３０の３②）。

さらに、手続通達では、「令第３０条の３第２

項に基づき、留め置いた物件について、留め置く

必要がなくなったときは、遅滞なく当該物件を返

還しなければならず、また、提出した者から返還

の求めがあったときは、特段の支障がない限り、

速やかに返還しなければならないことに留意す
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る。」としています（２－１《２》）。

加えて、課税庁は、通達で「提出される時点で

提出者から返還を求めない旨の申出があった場合

には、占有を継続しても留置きに当たらないこと

に留意する。」（手続通達２－１《２》）との見

解を示しています。これは、コピー（副本）の提

出などのケースを想定しているものと思われま

す。

このように、任意調査に「留置き」の規定を置

くことは、課税処分のための任意の税務調査に査

察（犯則調査／国税犯則取締法上の脱税調査）で

認められてきた「領置」（国犯法１①）の手法を

法的に認めることにもつながりかねません。納税

者によっては、医師や宗教法人のように、多くの

患者や信徒のセンシティブ（機微）情報を扱って

います。濫りに課税庁の留置き要求に応じること

は職業上の守秘義務／秘密漏示（刑法１３４①・

②）とぶつかるおそれも出てきますから慎重な判

断が求められます。

② 留置きの憲法的な評価

憲法３５条〔侵入、捜索及び押収の制約〕は、

「①何人も、その住居、書類及び所持品につい

て、侵入、捜索及び押収を受けることのない権利

は、第３３条【現行犯としての逮捕】の場合を除

いては、正当な理由に発せられ、且つ捜索する場

所及び押収する物を明示する令状がなければ、侵

されない。②捜索又は押収は、権限を有する司法

官憲が発する各別の令状により、これを行ふ。」

と規定しています。

この憲法の令状主義の原則を定めた規定は、本

来、刑事手続に関するものであると説かれます。

したがって、この規定の行政手続への適用には概

して消極的です。

ただ、最高裁は、主として刑事手続に適用され

る憲法３５条１項の令状主義は、それ以外の行政

手続にも一定の基準（検査目的、公共性、強制の

程度、刑事責任追及とその結合性）により適用さ

れる、との判断を下しています（最判昭４７な１

１な２２・訟月１９巻６号１００頁）。

国税通則法上の税務調査の一環として課税庁の

提出要求に応じて提出した帳簿書類等を留置く

【署等への持帰り】権限や手続は（国通法７４の

７）、これが刑事手続ではなく、行政手続である

ことを理由に（例えば国通法７４の８）、憲法の

令状主義の原則は適用ないと説かれますが、こう

した考え方は再考の時期にきています。

課税権限の一方的な強化は納税者を委縮させ、

自発的納税協力（self-compliance）の精神に基づ

いた申告納税制度にマイナスに作用するおそれも

強いからです。

課税庁にほぼ無条件で納税者の帳簿書類等を留

置く権限を与える立法府の行為は、一般の国民・

納税者の人権感覚からかけ離れていると言わざる

を得ません。

任意調査に「留置き」の規定を置くことの是非

を含め、前記最高裁判決が示した基準などに照ら

して、もっと納税者を大事にし、納税者の手続上

の権利を護る方向へ大きく舵を切る必要がありま

す。

この規定を存続させるとしても、立法論的に

は、手続面での大幅な見直しが必要です。

国税通則法は、課税庁職員が主観的に「必要が

ある」と考えれば、提出した物件を留置きできる

とし、その理由すら明らかにする必要もない仕組

みになっています（国通法７４の７）。

しかし、具体的例示を含む〝納税者を含め客観

的にみて合理的必要性があるとき〟の基準を明示

すべきです。また、留置きする場合に納税者等に

対するその理由の開示など、課税庁の留置き権限

に縛りをかけなければなりません。

また、留置いた物件の返還についての手続も粗

雑です。

政令は、その職員が留置く必要がなくなったと

きには、遅滞なく留置いて物件を返却する仕組み

になっています（国通令３０の３②）。

さらに、手続通達では、「令第３０条の３第２

項に基づき、留め置いた物件について、留め置く

必要がなくなったときは、遅滞なく当該物件を返

還しなければならず、また、提出した者から返還

の求めがあったときは、特段の支障がない限り、

速やかに返還しなければならないことに留意す

る。」としています（２－１《２》）。

しかし、物件を納税者等の側から返還を求める

手続を定めていません。提出したとたんにその物

件は課税庁の占有に帰し、納税者等の側からはま

ったく返還請求ができません。これでは、生殺与

奪の権限を課税庁が握り、納税者手続的権利があ

まりにも未整備と言わざるを得ません。

納税者等の事業等の必要性に応じて返還請求が

でき、課税庁側は返還の義務を負うかたちの手続

を確立する必要があります。

ちなみに、刑事訴訟法は、「押収物の還付、仮

還付」（刑訴法１２３）を置いています。
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こうした立法例を参考しにして、物件を提出し

たことにより納税者の事業等の遂行の妨げになっ

ている場合には、返還または少なくとも仮返還を

求められる規定を設ける必要があります。

具体的には、「物件が留置かれたことにより、

納税者等が事業等を行うことに支障をきたす又は

きたすおそれがあるときには、当該納税者等の請

求により、税務署長等の決定で返還または仮にこ

れを返還することができる。」といった趣旨に規

定を置く必要があります。

（６）税務調査の期間の延長と故意の更正の

請求（未遂犯）の処罰

国税通則法改正により、税務調査の期間が３年

から５年に延長されました。

納税者の更正の請求【納税者が、申告した後に

税金を納めすぎていることに気づいた場合に、納

め過ぎの分の税金の還付を求める】期間の延長

（１年から５年に延長）（国通法２３①）にあわ

せたことによるとされています。

確かに、更正の請求の期間を１年としていたの

は余りにも短すぎました。

５年に延長したとはいうものの、納税者からの

更正の請求に基づき課税庁が再調査の結果、「偽

り」があった（更正の請求を申し立てた事実がな

かった）と認められれば罰則が科されます（国通

法１２７①）。いわば「更正の請求の仕組みを罰

則で脅し付きとする見直し」です。

このように、納税者が更正の請求書を故意に提

出したと認められた場合に対する処罰規定を設け

ることは、新たに未遂犯【ある行為の実行に着手

し、これを遂げられなかったのにもかかわらず、

その行為の著しい危険性を考え、放置しておくこ

とができない場合に犯罪として処罰の対象とする

（刑法４３本文）】を創設するに等しいわけで

す。

納税者が更正の請求をすることをためらうこと

が懸念されます。

後にふれる修正申告の勧奨（慫慂
しょうよう

）の権限の明

確化（国通法７４の１１③）に加え、処罰規定の

新設とリンクさせたかたちでの更正の請求の期間

の延長は、更正の請求について納税者に著しい委

縮効果をもたらします。

これまで認められてきた納税者の権利の弱体化

につながることは明らかです。課税庁には慎重な

運用が求められます。

（７）税務職員の守秘義務と税務調査への第

三者の立会

税務調査に、税理士以外の第三者が立ち会うこ

との是非が問題になります。

この点について、国税庁が出した一般納税者向

けの税調手続質疑応答集では、次のように説明さ

れています。

調査に立ち会って、税務当局に対して納税者の

方の代わりに調査につき主張・陳述を行うことは

税務代理行為に当たりますから、原則として、税

務代理人しか行うことはできません。 

また、単に調査に立ち会うだけであっても、第

三者が同席している状態で調査を行うことで調査

担当者に課せられている守秘義務に抵触する可能

性がある場合には、税務代理人以外の第三者の立

会いはお断りしています。 

ただし、その方が、日頃、納税者の方の記帳事

務等を担当しているような場合には、調査を円滑

に進めるために、調査担当者が必要と認めた範囲

で調査に同席いただくことはあります。

この点について、アメリカのコンタクトレター

（事前通知書）では、「あなたを代理する資格が

ない方であっても、あなたの事案における事実を

確かめるために証人もしくは補佐人として、あなた

に付き添うことができます。」と明記しています。

第三者に立ち会ってもらうかどうかは、本来、

調査をうける納税者側（被調査者）の問題です。

税務調査に第三者を立ち会わせるということは、

被調査者である納税者が自らの情報（金融プライ

バシー）を第三者に知られてもかまわないとして

いるわけです。

一方、税務職員の守秘義務とは、税務職員が職

務上知り得た納税者の情報（金融プライバシー）

を漏らすのを禁ずることです。したがって、非調

査者である納税者が第三者に金融プライバシー等

を漏らすことと、税務職員の守秘義務とは、本

来、別の次元の問題です。仮に、立ち合いをした

第三者が金融プライバシーを漏らしたとします。

この場合には、当該第三者と納税者との私的自

治の問題として処理すればいいわけです。また、

第三者は、税務代理行為（納税者の代理人として

問３１ 税務代理をお願いしている税理士はい

ませんが、日頃、記帳事務を手伝ってもらって

いる方（記帳補助者）がいます。その方に調査

の現場に立ち会ってもらうことはできますか。
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の行為）を行うために税務調査に立ち会っている

わけではありません。したがって、税理士法（２

①一）の問題も生じないと解されます。

「税務調査の可視化（見える化）」の課題とし

ては、税務調査への第三者の立会権や調査内容の

録音権などを積極的に認める方向へ転換すべき時

期にきているともいえます。

税務調査手続は、大きく「調査開始前手続」、

「調査時手続」および「調査終了後手続」に分け

ることができます。このうち、今回の見直しうち

「調査終了後手続」については、調査終了通知書

の交付、課税庁に対する修正申告等の勧奨権限の

付与が盛り込まれました。

（１）調査終了通知（是認通知）書の交付

課税庁は、実地調査の結果、更正決定等をすべ

きと認められない納税義務者に対しては、「その

時点において更正・決定等をすべきとは認められ

ない旨」（いわゆる「是認通知」を記載した通知

書を交付することになりました（国通法７４の１

１①）。

この点について、手続通達では、次のように定

めています。

（法第７４条の１１第１項又は第２項の規定の適

用範囲）

５－１  法第７４条の１１第１項又は同条第２項

の規定は、異議決定や申請等の審査のために行う

調査など更正決定等を目的としない調査には適用

されないことに留意する。 

（「更正決定等」の範囲）

５－２  法第７４条の１１に規定する「更正決定

等」には、法第２４条《更正》若しくは法第２６

条《再更正》の規定による更正若しくは法第２５

条《決定》の規定による決定又は法第３２条《賦

課決定》の規定による賦課決定（過少申告加算税、

無申告加算税、不納付加算税、重加算税及び過怠

税の賦課決定を含む。）のほか、源泉徴収に係る

所得税でその法定納期限までに納付されなかった

ものに係る法第３６条《納税の告知》に規定する

納税の告知が含まれることに留意する。

（「更正決定等をすべきと認めた額」の意義）

５－３  法第７４条の１１第２項に規定する「更

正決定等をすべきと認めた額」とは、当該職員が

調査結果の内容の説明をする時点において得てい

る情報に基づいて合理的に算定した課税標準等、

税額等、加算税又は過怠税の額をいう。

（注） 課税標準等、税額等、加算税又は過怠税の額の

合理的な算定とは、例えば、次のようなことをいう。

イ  法人税の所得の金額の計算上当該事業年度

の直前の事業年度分の事業税の額を損金の額

に算入する場合において、課税標準等、税額

等、加算税又は過怠税の額を標準税率により

算出すること。 

ロ  相続税において未分割の相続財産等がある 

場合において、課税標準等、税額等、加算税

又は過怠税の額を相続税法第５５条《未分割

遺産に対する課税》の規定に基づき計算し、

算出すること。

（調査結果の内容の説明後の調査の再開及び再度

の説明）

５－４  国税に関する調査の結果、法第７４条の

１１第２項の規定に基づき調査結果の内容の説明

を行った後、当該調査について納税義務者から修

正申告書若しくは期限後申告書の提出若しくは源

泉徴収に係る所得税の納付がなされるまでの間又

は更正決定等を行うまでの間において、当該説明

の前提となった事実が異なることが明らかとなり

当該説明の根拠が失われた場合など当該職員が当

該説明に係る内容の全部又は一部を修正する必要

があると認めた場合には、必要に応じ調査を再開

した上で、その結果に基づき、再度、調査結果の

内容の説明を行うことができることに留意する。

（調査の終了の際の手続に係る書面の交付手続）

５－５  法第７４条の１１の規定による書面の交

付に係る手続については、法第１２条第４項《書

類の送達》及び規則第１条第１項《交付送達の手

続》の各規定の適用があることに留意する。

更正決定をすべきと認められない場合には、こ

れまでも一部で、いわゆる〝是認通知書〟を出し

ている例も見られますが、書面で調査が終了した

旨を通知する旨を法律で定めたわけです。

被調査者である納税者に非違【法令等にふれ

る】行為がなく、更正【税務調査により納税者が

申告した内容の誤りがあったことが明らかになっ

た場合に課税庁が正しいと思う額に改めることで

４ 調査終了後手続
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す。税額が増える場合を「増額更正」、逆に減る

場合を「減額更正」と呼びます。】ないし決定

【納税者による自主的な申告がないことから課税

庁が税務調査を行いその結果に基づいて税金を掛

ける処分】等をすべきと認められない場合があり

ます。

この場合、課税庁が書面で調査が終了した旨を

納税者に通知することにしたことで、納税者もす

っきりするのではないでしょうか。ただ、注意し

なければならないのは、「その時点において」と

いう条件がついていることです。

つまり、課税庁は、〝あらたな情報〟を手に入

れたらいつでも調査を再開できることになってい

ることです（税通７４の１１⑥）。

ただ、この点については、従来は同一年度の再

調査に関する規定がなかったことから、税法上の

除斥期間が満了するまで何度でも調査が実施する

可能性があり、実際にも行われることが多々あり

ました。

これが、「新たに得られた情報に照らし非違が

あると認める」という条件を充たす必要があると

法定されたことから、同一年度の再調査にある程

度の歯止めがかかったと見ることもできます。

一方、課税庁は、実地調査の結果、更正決定等

をすべきと認める納税者に対しては、調査結果の

内容（更正決定等をすべきと認めた額とその理由

を含む）を説明することになっています（国通法

７４の１１②）。

つまり、非違【法令等にふれること】があると

きには、文書による調査修了通知は行われませ

ん。実地調査における非違内容や金額については

口頭で説明することになります。

この点について、国税庁が出した一般納税者向

けの「税調手続質疑応答集」で、次のように説明

されています。

調査の結果、更正決定等をすべきと認められる

非違がある場合には、納税者の方に対し、更正決

定等をすべきと認める額やその理由など非違の内

容を説明します。 

法令上は説明の方法は明示されておらず、説明

は原則として口頭で行いますが、必要に応じて、

非違の項目や金額を整理した資料など参考となる

ものを示すなどして、納税者の方に正しく理解い

ただけるよう十分な説明を行うとともに、納税者

の方から質問等があった場合には分かりやすい説

明に努めます。

課税庁は、調査を受けた納税者に誤りがあり更

正決定等をすべきだと思う場合、その納税者に対

しては、その旨の説明を文書ですべきでしょう。

口頭での説明だけでは、納税者が指摘された点

を精査するに十分な証拠資料を手にすることがで

きず、かつ、曖昧なまま修正申告を勧奨（慫慂）

されることにもなりかねません。今後の重い検討

課題です。

（２）課税庁に対する修正申告等の勧奨権限

の付与

課税庁に修正申告等を勧奨（慫慂）ができる権

限が認められました（国通法７４の１１③）。

つまり、課税庁は、実地調査の結果、更正決定

等をすべきと認める納税者に対しては、その旨を

口頭で説明する際に、修正申告【税務調査の結

果、課税庁から誤りがあると指摘された場合にそ

れを認めて納税者が申告額を修正すること】また

は期限後申告【税務調査の結果、課税庁から誤り

があると指摘された場合、税金が出ないことなど

を理由に申告していなかった納税者が自分に誤り

があったと認めて申告期限後に申告をすること】

を勧奨できることになっています。

この点について、国税庁が出した一般納税者向

けの「税調手続質疑応答集」で、次のように説明

されています。

調査の結果、更正決定等をすべきと認められる

非違がある場合には、その内容を説明する際に、

原則として、修正申告（又は期限後申告）を勧奨

することとしています。これは、申告に問題があ

る場合には、納税者の方が自ら是正することが今

後の適正申告に資することとなり、申告納税制度

の趣旨に適うものと考えられるためです。 

この修正申告の勧奨に応じるかどうかは、あく

までも納税者の方の任意の判断であり、修正申告

の勧奨に応じていただけない場合には、調査結果

問２２ 更正決定等をすべきと認める場合は調

査結果の内容が説明されることとなっています

が、その内容を記載した書面をもらうことはで

きますか。 

問２３ 調査結果の内容説明を受けた後、調査

担当者から修正申告を行うよう勧奨されました

が、勧奨には応じなければいけませんか。ま

た、勧奨に応じないために不利な取扱いを受け

ることはないのでしょうか。
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に基づき更正等の処分を行うこととなりますが、

修正申告の勧奨に応じなかったからといって、修

正申告に応じた場合と比較して不利な取扱いを受

けることは基本的にはありません。 

なお、修正申告を行った場合には、更正の請求

をすることはできますが、不服申立てをすること

はできませんので、こうした点をご理解いただい

た上で修正申告を行ってください。

不服申立ては、税務当局が行った更正等の処分

の課税標準等又は税額等が過大であると納税者の

方が考える場合に、税務当局に対し処分の取消し

などを求めるための手段です。一方、更正の請求

は、納税者の方が行った申告の課税標準等又は税

額等が過大であったと納税者の方が考える場合に、

当局に対し、申告した課税標準等又は税額等を減

額する更正を行うことを求めるための手段です。 

例えば、いったんは調査結果の内容説明に納得

して修正申告を行ったものの、その後にその修正

申告に誤りがあると考えられる場合、その修正申

告は税務当局の処分によるものではありませんか

ら、不服申立てという手段はとれませんが、一定

期間内であれば、更正の請求という手段をとるこ

とはできます。

なお、更正の請求に際しては、例えば、正しい

と考える税額や更正の請求をする理由など法令で

定められた事項を「更正の請求書」に記載すると

ともに、請求の理由の基礎となる「事実を証明す

る書類」を併せて提出していただく必要がありま

すので、ご留意ください。

（３）課税庁による修正申告等の勧奨に応じ

ることの意味

修正申告等の勧奨に応じるということは、納税

者は自分が誤っていたと非を認めることにつなが

り、課税庁が説明した税務調査の結果が正しいの

かどうかについて争えなくなります。

修正申告等の勧奨は、早く調査を終わらせたい

という納税者に心理的圧力をかけ、結果的には納

税者の争訟権【つまり課税庁に不服申立て〔修正

申告等の慫慂に応ぜずに更正決定等を望んだ場合

には税務署等へ異議申立てする権利や国税不服審

判所へ審査請求〕をする権利、ひいては裁判所へ

訴える権利（憲３２）〕】を奪うことにもつなが

りかねないとの指摘もあるところです。

納税者の対応としては、否認した事項について

調査官に対して「認定事実がどの条文に合致して

課税対象となるのか」など、納得できるまで税法

の規定に基づいた説明を求めるべきです。

納税者は、調査官の指摘したすべての事項に納

得している場合の修正申告の勧奨に応じてよいで

しょう。しかし、一部でも納得できないときに

は、安易に勧奨に応じるのがよいのかどうかは精

査を要します。

立法論的には、納得できる指摘事項については

修正申告に応じる一方、納得できない事項につい

ては不服申立てできる仕組みを組み入れるのも一

案です。

（４）課税庁による修正申告等の勧奨権限行

使の法的限界

課税庁は、修正申告等を勧奨する場合、納税者

が修正申告書を提出したときには不服申立てはで

きないが更正の請求ができる旨を説明するととも

に、その旨を記した文書を交付しなければならな

いことになっています（国通法７４の１１④）。

修正申告の慫慂は性格的には「行政指導」と解

されます。そこで、今回の改正では、修正申告の

慫慂については、行政指導を規律する行政手続法

第４章〔行政指導〕（３２～３６）が適用されるこ

とになりました（国通法７４の１４①括弧書）。

ちなみに、行政手続法は「行政指導に携わる者

は、いやしくも当該行政機関の任務又は所掌事務

の範囲を逸脱してはならないこと及び行政指導の

内容があくまでも相手方の任意の協力によっての

み実現されるものであることに留意しなければな

らない。」（行手法３２①）、さらには、「行政

指導に携わる者は、その相手方が行政指導に従わ

なかったことを理由として、不利益な扱いをしては

ならない。」（行手法３２②）と規定しています。

修正申告の勧奨（慫慂）は、状況によっては、

公務員の職権濫用罪（刑法１９３）が成立すると

の見方もあります。公務員の職権濫用罪は、公務

員としての身分がある者が、その職権を利用して

相手方に義務のないことを強要した場合に成立す

るからです。

また、修正申告の勧奨（慫慂）が職権濫用罪に

当たるとされた場合には、その職務の執行につい

問２４ 調査が終了し、修正申告の勧奨を受け

た際に、修正申告をすると不服申立てはできな

いが、更正の請求をすることはできる旨の説明

を受けました。これはどういう意味ですか。
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ては公務執行妨害罪（刑法９５①）の保護の対象

にもなりません。

課税庁は、実地調査の結果、更正決定等をすべ

きと認められない納税義務者に対しては、「その

時点において更正・決定等をすべきとは認められ

ない」（傍線引用者）旨を記載した通知書を交付

することになりました（国通法７４の１１①）。

もっとも、〝現時点において〟という条件付で

すから、あらたな事実が出てくれば、調査を再開

できる言い回しになっていることに注意する必要

があります。

この点について、手続通達では、次のように定

めています。

（法第７４条の１１第６項の規定の適用）

５－６  更正決定等を目的とする調査の結果、法

第７４条の１１第１項の通知を行った後、又は同

条第２項の調査の結果につき納税義務者から修正

申告書若しくは期限後申告書の提出若しくは源泉

徴収に係る所得税の納付がなされた後若しくは更

正決定等を行った後において、新たに得られた情

報に照らして非違があると認めるときは、当該職

員は当該調査（以下、５－６において「前回の調

査」という。）の対象となった納税義務者に対し、

前回の調査に係る納税義務に関して、再び質問検

査等（以下、第３章第３節において「再調査」と

いう。）を行うことができることに留意する。

（注） １  前回の調査は、更正決定等を目的とする調

査であることから、前回の調査には、５－１に規定す

るように異議決定又は申請等の審査のために行う調査

は含まれないことに留意する。 

２  ３－１（４）の取扱いによる場合には、例えば、

同一の納税義務者に対し、移転価格調査を行った後に

移転価格調査以外の部分の調査を行うときは、両方の

調査が同一の納税義務に関するものであっても、移転

価格調査以外の部分の調査は再調査には当たらないこ

とに留意する。

（「新たに得られた情報」の意義）

５－７  法第７４条の１１第６項に規定する「新

たに得られた情報」とは、同条第１項の通知又は

同条第２項の説明（５－４の「再度の説明」を含

む。）に係る国税の調査において質問検査等を行

った当該職員が、当該通知又は当該説明を行った

時点において有していた情報以外の情報をいう。 

（注） 調査担当者が調査の終了前に変更となった場合

は、変更の前後のいずれかの調査担当者が有していた

情報以外の情報をいう。

（「新たに得られた情報に照らし非違があると認

めるとき」の範囲）

５－８  法第７４条の１１第６項に規定する「新

たに得られた情報に照らし非違があると認めると

き」には、新たに得られた情報から非違があると

直接的に認められる場合のみならず、新たに得ら

れた情報が直接的に非違に結びつかない場合であ

っても、新たに得られた情報とそれ以外の情報と

を総合勘案した結果として非違があると合理的に

推認される場合も含まれることに留意する。 

（事前通知事項以外の事項について調査を行う場

合の法第７４条の１１第６項の規定の適用）

５－９  法第７４条の９第４項の規定により事前

通知した税目及び課税期間以外の税目及び課税期

間について質問検査等を行おうとする場合におい

て、当該質問検査等が再調査に当たるときは、法

第７４条の１１第６項の規定により、新たに得ら

れた情報に照らし非違があると認められることが

必要であることに留意する。

再調査が「必要な調査」かどうかを判断するに

は、「理由」の通知が必要と思われますが、法令

上は通知事項とされていません。

また、再調査については、国税庁が出した一般

納税者向けの「税調手続質疑応答集」では、次の

ように説明されています。

ある税目・課税期間について調査を行った場合

には、調査の結果、更正決定等をすべきと認めら

れなかったか否かにかかわらず、原則として、そ

の税目・課税期間について再度の調査を実施する

ことはありません。 

ただし、例えば、調査終了後に行われた取引先

の税務調査で、当初の調査の際には把握されてい

なかった非違があることが明らかになった場合の

ように、法令上定められている「新たに得られた

情報に照らして非違があると認めるとき」との要

件に該当する場合は、既に調査の対象となった税

５ 再調査手続

問２６ 実地の調査が終了し、「更正決定等を

すべきと認められない」旨を通知する書面を受

け取りましたが、今後は調査を受けることはな

いのでしょうか。 
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目・課税期間であっても再調査を実施することが

あります。

過去に調査を行った税目・課税期間であって

も、例えば、取引先の税務調査により非違につな

がる情報を把握した場合には、再度、同じ税目・

課税期間について調査を行うことがあります。こ

のような場合には、再調査することにつき原則と

して事前通知を行いますが、当初の調査の場合と

同様、再調査を行う理由については説明すること

はありません。

納税者やその関与税理士が、再調査が「必要な

調査」かどうか判断するには、「理由」の通知が必

要と思われます。今後の重い検討課題の一つです。

課税庁から調査の申出があったとします。この

場合、納税者など調査対象とされた者は、すべて受

諾しなければならないというわけではありません。

調査を受ける正当な理由がないとか、調査の理

由が不明瞭であるときなど、客観的にみて「合理

的必要性」が認められない調査についてはその申

出を断ることができます。

それでは、調査の諾否はどのような基準で判断

すればよいのでしょうか。

（１）調査の必要性とは

税法は「調査について必要があるとき」に課税

庁は調査ができる、と定めているだけです。これ

は、見方をかえると、必要性のない調査であれば、

調査対象者は、拒否していいことを意味します。

「必要があるとき」とは、だれが見ても、客観

的に必要性が認められる場合をさします（最決４

８な７な１０・刑集２７巻７号１２０５頁）。つ

まり、課税庁職員の自由な裁量に任されていると

はいえません。

この点について、国税庁が出した一般納税者向

けの「税調手続質疑応答集」では、次のように説

明されています。

法令上、調査の目的（例えば、提出された申告書

の記載内容を確認するため）については事前通知

すべきこととされていますが、実地の調査を行う

理由については、法令上事前通知すべき事項とは

されていませんので、これを説明することはあり

ません。

客観的な必要性のない質問検査は違法です。し

たがって、調査対象者である納税者は、調査を受

忍する義務を負いません。

とはいっても、税務調査手続法制には、「調査

の目的」（国通法７４の９①三、国通令３０の４

②）は事前通知事項になっていますが、課税庁

が、「なぜ調査をするのか（調査理由）」を調査

対象者である納税者（および代理人）に開示・説

明するように求める定めがありません。

したがって、調査対象者が税の素人である場合

には、必要な調査かどうか即時・的確に判断する

のは難しいのが実情です。調査理由の開示制度の

確立は今後の重い課題です。

これまで「必要な調査」かどうかについては、判

例や学説の積み重ねで判断基準が形成されてきまし

た。また、今般、税務調査手続が整備されました。

これらを分析し、さまざまな面から調査の諾否

の法的限界（必要性の基準）を探ってみたいと思

います。

（２）実地調査の法的限界、必要性

平成２３年の国税通則法の改正では、「実地調

査」に着手するに先立って、課税庁は、原則とし

て納税者や関与税理士に事前通知をすることにな

りました（国通法７４の９①）。ただし、課税庁

が「無予告実地調査」を実施する場合は別です

（国通法７４の１０）。

①　無予告実地調査は、あくまでも例外

実地調査に先立ち通知される内容項目は、①実

地調査を行う旨、②実地調査開始日時、③調査実

施場所、④調査の目的、⑤調査の対象となる税

目、⑥調査の対象となる期間、⑦調査の対象とな

る帳簿書類その他の物件、⑧その他調査の適正か

つ円滑な実施に必要なものとして政令で定める事

項です。⑨調査を行う当該職員の氏名および所属

問２７ 過去に調査対象となった税目・課税期

間について再調査が行われる場合、なぜ再調査

が行われるのかについて説明してもらえるので

しょうか。

６ 「必要な調査」かどうかの判断基準

問１６ 事前通知の際には、なぜ実地の調査が

必要なのかについても説明してもらえるのです

か。
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官署（その職員が複数であるときには、その職員

を代表する者の氏名および所属官署）。⑩　②ま

たは③にかかげる事項の変更に関する事項です

（国通法７４の９①、国通令３０の４①）。

これまでも「調査開始日時」に関し事前通知な

しに実地調査が行われ、手続の適正化を求める声

が高まっていたことを考えれば一歩前進とも取れ

ます。

ところが、今回の調査手続の整備では、「無予

告調査」ができることも法定されました。

すなわち、課税庁は、被調査者である納税義務

者の申告や過去の調査実績、事業内容などから、

違法または不当な行為を容易にし、正確な所得ま

たは税額などの把握を困難にするおそれその他国

税に関する調査の適正が遂行に支障を及ぼすおそ

れがあると認めるときには、事前通知をしなくと

もよいこととされました（国通法７４の１０）。

言い換えると、課税庁が〝おそれ〟があると判

断する場合には、無予告調査ができるとしたわけ

です。

無予告調査を実施する場合には、顧問税理士等

にも事前通知をしないことになります。

この点について、国税庁が出した一般納税者向

けの「税調手続質疑応答集」では、次のように説

明されています。

実地の調査を行う場合には、原則として、調査

の対象となる納税者の方に対して、調査開始前に

相当の時間的余裕を置いて、電話等により、実地

の調査を行う旨、調査を開始する日時・場所や調

査の対象となる税目・課税期間、調査の目的など

を通知します。 

ただし、法令の規定に従い、申告内容、過去の

調査結果、事業内容などから、事前通知をする

と、①違法又は不当な行為を容易にし、正確な課

税標準等又は税額等の把握を困難にするおそれ、

又は、②その他、調査の適正な遂行に支障を及ぼ

すおそれがあると判断した場合には、事前通知を

しないこともあります。 

なお、事前通知が行われない場合でも、運用

上、調査の対象となる税目・課税期間や調査の目

的などについては、臨場後速やかに説明すること

としています。

法令上、事前通知を行わないこととした理由を

説明することとはされていません。ただし、事前

通知が行われない場合でも、運用上、調査の対象

となる税目・課税期間や調査の目的などについて

は、臨場後速やかに説明することとしています。 

また、事前通知をしないこと自体は不服申立て

を行うことのできる処分には当たりませんから、

事前通知が行われなかったことについて納得いた

だけない場合でも、不服申立てを行うことはでき

ません。

税務当局では、実地の調査以外にも、税務署に

お越しいただいて申告内容を確認するなどの方法

で調査を行う場合があります。このような実地の

調査以外の調査を行う場合は、法令上は事前通知

は求められていませんが、運用上の対応として、

来署等を依頼するための連絡の際などに、調査の

対象となる税目・課税期間や調査の目的等を説明

することとしています。

憲法に定める租税法律主義から導き出される

「手続的保障原則」のもとでは、租税の賦課･徴

収は公権力の行使であるから､適正な手続で行わ

れなければならないとされています。

納税者が客観的に必要性のある調査であるかど

うかを容易に判断できるようにするためにも、無

予告の実地調査はあくまでも例外的な手続でなけ

ればなりません。

机上調査では不十分で実地調査が必要となった

場合にはその理由、あるいは無予告実施調査を行

う必要がある場合にはその理由の開示の法制化

は、手続的保障の面からは不可欠と思われます。

事前通知をしないこと自体は不服申立ての対象

とならないことなども考えあわせると、なおさら

です。

② 電話による口頭の通知で調査の「必要性」は

判断できるか

事前通知の方法については、国税庁が出した一

般納税者向けの「税調手続質疑応答集」では、次

のように説明されています。

問１８ 実地の調査が行われる場合には必ず事

前通知がなされるのですか。

問１９ 事前通知なしに実地の調査が行われた

場合、事前通知が行われなかった理由の説明は

問２０ 実地の調査以外の調査が行われる場合

には、調査の対象となる税目・課税期間や調査

の目的等についての説明は受けられないのです

か。

ありますか。また、事前通知をしないことに納

得できない場合には不服申し立てられますか。
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実地の調査の事前通知の方法は法令上は規定さ

れておらず、原則として電話により口頭で行うこ

ととしています。また、通知の際には、通知事項

が正確に納税者の方に伝わるように丁寧に行うこ

ととしています。 

なお、電話による事前通知が困難と認められる

場合は、税務当局の判断で書面によって事前通知

を行う場合もありますが、納税者の方からの要望

に応じて事前通知内容を記載した書面を交付する

ことはありません。

実地の調査を行う場合の事前通知の時期につい

ては、法令に特段の規定はなく、また、個々のケ

ースによって事情も異なりますので、何日程度前

に通知するかを一律にお示しすることは困難です

が、調査開始日までに納税者の方が調査を受ける

準備等をできるよう、調査までに相当の時間的余

裕を置いて行うこととしています

法令上、実地の調査の対象となる納税者の方に

税務代理権限証書を提出している税理士等（以下

「税務代理人」といいます。）がいる場合には、

納税者の方ご本人に加え、その税務代理人の方に

対しても事前通知を行うこととされています。し

たがって、特別の手続は不要です。 

なお、事前通知事項のうち、調査の対象となる

税目・課税期間等の事前通知事項の詳細について

は税務代理人を通じて聞くことにしたいという要

望がある場合には、調査担当者が事前通知を行う

ための連絡をした際にその旨をお伝えください。

事前通知は、１０項目にも及びます。国税庁

は、これを、電話等によって「口頭」で行うとい

うのです。

しかし、口頭の通知で得た記憶・認識で、納税

者が的確に臨場調査の必要性を客観的に判断でき

るのかどうかはすこぶる疑問です。まさに〝コモ

ンセンス〟が問われています。

文書で通知しないということであれば、納税者

はチェックリストや電話の通話録音で備えをする

必要がでてきます。

納税者は、税務署員の成りすまし犯罪者の餌食

にならないように注意する必要も出てきます。文

書通知を行うように早急な取扱変更が必要です。

③ 「調査対象期間」の通知は法定外の「事前調

査」の抑止力になるのか

従来から、法定申告期限前に行われる、いわゆ

る「事前調査」は、調査の「必要性」に関する重

い課題の一つでした。課税庁は、事前調査を行う

ことは問題がないとしています。

しかし、申告納税制度の趣旨からすれば、こう

した考え方には疑問があります。

たしかに、税法があらかじめ例外的に確定申告

前の調査を想定しているケースはあります。「予

定納税の減額承認申請があった場合」、「青色申

告の承認申請があった場合」、「納税地を指定す

る場合」（所税法１５、１６、１８、法税法１

６、１８）などです。

こうした法令で例外的に認められるケース（法

定事前調査）は別として、納税者がいまだ申告を

していない年や事業年度についての事前調査は認

められないといえます。

今般の税務調査手続の整備により、実地調査に

際して行われる事前通知では、「調査の対象とな

る期間」が明示されることになりました。

この通知が、法定外の「事前調査」の抑止力に

なるのかどうかが問われています。

この点について、手続通達では、次のような考

え方を示しています。

（「調査の対象となる期間」として事前通知した

課税期間以外の課税期間に係る「帳簿書類その他

の物件」）

４－５  事前通知した課税期間の調査について必

要があるときは、事前通知した当該課税期間以外

の課税期間（進行年分を含む。）に係る帳簿書類

その他の物件も質問検査等の対象となることに留

意する。 

（注）例えば、事前通知した課税期間の調査のために、

その課税期間より前又は後の課税期間における経理処

理を確認する必要があるときは、法第７４条の９第４

項によることなく必要な範囲で当該確認する必要があ

る課税期間の帳簿書類その他の物件の質問検査等を行

うことは可能であることに留意する。

こうした手続通達による課税取扱は、「調査対

問１３ 事前通知は、調査の何日くらい前に行

われるのですか。

問１４ 税務代理をお願いしている税理士がい

るので、その税理士にも事前通知を行うようお

願いしたいのですが、何か手続が必要でしょう

か。

問１２ 希望すれば、事前通知を書面で行って

もらうことはできますか。
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象期間」の制限、法定外の「事前調査」の抑止に

はつながりません。

むしろ、権利侵害規範である税法では禁じられ

ている「法の拡張解釈」につながる課税取扱です。

被調査対象者たる納税者（および関与税理士）

の調査の「必要性」の判断を難しくします。

③　調査の日時、場所変更の「合理性」

従来から、ほかの日時に調査を受けることを約

束したうえで、調査を延期したとしても調査を拒

否したことにはならないと解されてきました（神

戸地判５１な１１な１８・税資９８号２頁、東京

地判４３な１な３０・判時５０７号９頁）。

こうした実情も勘案し、今般の税務調査手続の

整備においては、納税者が「合理的な理由」を示

して調査日時や場所の変更を申し出られるように

なりました。

課税庁は、納税者から「合理的な理由」を付し

て調査を開始する日時や場所について変更の申出

があれば、協議に努めることになっています（国

通法７４の９②）。課税庁は、納税者と協議する

努力義務を負うという定め方です。

「合理的な理由」について、手続通達では、次

のような考え方を示しています。

（事前通知した日時等の変更に係る合理的な理由）

４－６  法第７４条の９第２項の規定の適用に当

たり、調査を開始する日時又は調査を行う場所の

変更を求める理由が合理的であるか否かは、個々

の事案における事実関係に即して、当該納税義務

者の私的利益と実地の調査の適正かつ円滑な実施

の必要性という行政目的とを比較衡量の上判断す

るが、例えば、納税義務者等（税務代理人を含む。

以下、４－６において同じ。）の病気・怪我等に

よる一時的な入院や親族の葬儀等の一身上のやむ

を得ない事情、納税義務者等の業務上やむを得な

い事情がある場合は、合理的な理由があるものと

して取り扱うことに留意する。 

（注） 法第７４条の９第２項の規定による協議の結果、

法第７４条の９第１項第１号又は同項第２号に掲げる

事項を変更することとなった場合には、当該変更を納

税義務者に通知するほか、当該納税義務者に税務代理

人がある場合には、当該税務代理人にも通知するもの

とする。

すでにみてきたように、法令は、実地の税務調

査の際の事前通知を行う場合には課税庁は「調査

理由」を付す必要がないとしています。

これに対して、納税者が調査開始の日時や場所

の変更の申出をする場合には「合理的な理由」を

付すように求めています。イコール・フティング

（条件の対等化）を欠き、税金を払う人を大事に

する姿勢に欠けていると判断せざるを得ません。

課税庁に「調査理由」の開示を義務づけて、納

税者サービスを強化する視点が求められます。

（３）調査の客観的必要性と法規範の明確性

の基準

政府・財政当局は、２０１１〔平成２３〕年の国

税通則法の改正が「税務調査手続の現行運用上の

取扱の明確化・法制化」にあると説明しました。

しかし、税界には、帳簿書類その他の物件の

「提示」「提出」（国通法７４の２～７４の６）

や「提出された物件を留置く」権限（国通法７４

の７）の法定化など課税権限強化一辺倒の内容を

疑問視する声があります。

中小企業者などからは、強権的な税務調査の横

行を危惧する声が高まっています。

最高裁の判断では、質問検査については「必要

があり」、かつ、相手方の私的利益とのバランス

において「社会通念上相当な限度にとどまる限

り、権限ある税務職員の合理的な選択に委ねられ

ている」としています（最決昭４８な７な１０・

刑集２７巻７号１２０５頁）。

この基準によると、客観的に見て「必要性」の

ない物件の提出権限の行使、あるいは「社会通念

上相当な限度」を超える提出権限の行使は、違法

となると解されます。

したがって、任意調査である課税処分のための

税務調査における「提出」権限については、法律

上の歯止め策が講じられていないとしても、判例

に示された基準に基づく法的限界があるというこ

とになります。

また、最高裁は、憲法８４条にいう租税法律主

義とは、「国民に対して義務を課し又は権利を制

限するには法律の根拠を要するという法原則を租

税について厳格化した形で明文化したもの」であ

るとしています。

このことから、「課税要件及び租税賦課徴収の

手続が法律で明確に定められるべきことを規定す

るものであ」る、としています（最判平１８な３な

１・民集６０巻２号５８７頁、引用者傍線）。こ

の判決は、ある法律が租税法律主義に抵触しない

ための判断基準として、いわゆる「法規範の明確

性」を打ち出したものです。
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課税は貨幣形態による公権力行使であり、これ

を認める法律（侵害規範）が税法です。「法規範

の明確性」は、こうした〝税法分野〟において法

律をつくる際あるいは法律の合憲性を判断する際

に、特に強く要請される基準です。

行政が恣意的（気まぐれ）な判断をする余地を

なくすため、一方国民・納税者には予測可能性／

予見可能性を与えるため、さらには司法による行

政権の統制や救済を受け易くするためには必要不

可欠な基準です。

「通常の判断能力を有する一般人の理解におい

て、具体的場合に当該行為がその適用を受けるか

どうかの判断を可能ならしめるような基準が読み

取れる」のかどうかです（最判昭５０な９な１

０・刑集２９巻８号４８９頁、引用者傍点）。

この判決の言い回しは少々アンティークです

が、改正された国税通則法では、税務調査におい

て、被調査者（納税義務者）が課税庁の「提示」

や「提出」要求に応じなければ処罰する（国通法

１２７）と規定しています。

ところが、課税庁が被調査者（納税義務者）の

求めることのできる「提示」や「提出」の権限の

範囲が不明確であり、結果として、ふつうの人に

は、具体的にどのような程度の要求に応じなけれ

ば処罰されることになるのかが読み取れません。

したがって、こうした法律は〝明確性〟に欠け、

憲法８４条に違反する可能性が高いといえます。

課税庁の提示、提出要求の度が過ぎる場合に

は、適用違憲【問われた法律を有効としながら

も、当該事件に対する適用に限って違憲・無効と

する判決】となる可能性があります。

いずれにしろ、そもそも、憲法８４条の内在的

な要請である課税要件明確主義のルールのもと、

立法府（国会）は、「提示」や「提出」といった

ような不明確／不確定、あいまいな言葉を何の制

限をつけずに法文に盛り込み、課税庁のパワー・

ハラスメントの放任、無制限な課税権力の行使に

つながるおそれのある法律をつくってはいけない

わけです。

財政当局にお任せの租税立法〔行政主導立法〕

の弊害がひどくなってきています。

（４）必要性を超えた違法な税務調査に基づ　

く課税処分の効力

被調査者が、実施された税務調査がその必要性

を超え違法と考えたとします。この場合、違法に

行われた税務調査に基づく課税処分（更正・決

定）も違法になるのでしょうか。

この点については、仮に調査に違法があったと

しても直ちに課税処分は違法とはいえないが、調

査に著しい違法性がある場合には、課税処分の取

消原因になるというのが支配的な見解です（例え

ば、東京地判昭４８な８な８・行集２４巻８・９

号７６３頁、大阪地判平２な４な１１・税資１７

６号４８３頁）。

この点について、例えば、東京高裁は「調査の

手続が刑罰法規に触れ、公序良俗に反し又は社会

通念上相当の限度を超えて濫用にわたる等重大な

違法性を帯び、何らかの調査なしに更正処分をし

たに等しいものと評価を受ける場合に限り、当該

処分の取消原因になる」（東京高判平３な６な

６・訟月３８巻５号８７８頁）と基準を示したう

えで、本件では違法性がないと判示しています。

ちなみに、調査を受ける人の同意も得ずに、居

室に立ち入る、勝手に私物を調査する、帳簿書類

の置かれていない店舗へ１０回も訪れるなど、ハ

ラスメント（いやがらせ）を伴った重大な行き過

ぎのあった調査が問われたケースがありました。

このケースで、裁判所は、こうした調査および

それに基づく課税処分（青色申告承認取消処分）

を違法とするとともに、国に対して国家賠償責任

を果たすように求めました（大阪高判平１０な３な

１９・判タ１０１４号１８３頁、〔原審〕京都地

判平７な３な２７・判時１５５４号１１７頁、京都

地判平１２な２な２５・訟月２４６号９５２頁）。

税務調査は、その法的な性格は、「処分」では

なく、「事実行為」です。被調査者は、調査行為

が行き過ぎ・違法であることを理由に課税処分の

取消を求める訴訟や無効等を確認する訴訟を起こ

すことができます。

しかし、裁判所は税務職員のハラスメントを理由

に課税処分を取り消すことには極めて消極的です。

もう一つ、被調査者は、すでに終わってしまっ

た税務職員の問題の行為を問いただすための取消

訴訟や無効等確認訴訟を起こす手もあります。

勝敗は別として、問題の行為を一般に知らしめ

るアナウンス効果はあります。また、将来的な抑

止効果も期待できるかも知れません。

しかし、テマ、ヒマをかけた割には金銭的なリ

ターンはありません。

実益を考える場合、被調査者は、「国家賠償請

求訴訟」（国賠訴訟）を上手に活用するのも一案

です。
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消
費増税とパッケージで準備された共通番

号制度。通称は「マイナンバー」。直訳

すると「私の背番号」。まさに〝名は体

を表す〟で、すべての国民に新たな背番号を振

り、その背番号を記したＩＣカードを全員に持た

せ、行政サービスや、就職、医療はもちろんのこ

と、金融など税金が関係する取引などの際に背番

号の提示を義務づける仕組み。国家や企業が、国

民の所得や資産、社会保障給付、医療など個人情

報を一体的に把握する「国民総背番号制度」「国

民皆登録証携行制度」。

この制度導入で、利便性の高い公平・公正な社

会を実現できるというのがうたい文句。だが、内

実は、国民の個人情報を食いものにして政産官学

が一体となってすすめる巨大な公共事業そのもの

ではないか。国民のプライバシーを丸裸、国家管

理にする危ない国民監視ツールである共通番号制

度のカラクリを解剖した必読の一冊。

【本書の紹介】

かつて住基ネットに反対し、その後も４度も

「住基ネット廃止法案」を出したのが民主党だ。

ところが、民主党は、政権を奪取後大きく変節し

た。「社会保障と税の一体改革」をお題目に、や

みくもに共通番号導入に走り出した。加えて、代

表が野田氏になってからは、マニフェストにも書

かれていない消費税増税法案を自公などと一緒に

なって通す、原発は再開するなど、官や産業界の

利益を優先し、民意に背く政策を矢継ぎ早に実現

させた。

その後、民主党からは、野田氏の政治姿勢に疑

問を感じた多くの同志が去り、いまや経営能力に

欠けたリーダーに引っ張られた破綻企業に似たあり

様だ。野田氏の政治姿勢に対する国民の評価は、

今回の衆院選挙結果を見れば一目瞭然である。

共通番号法案は、衆院の解散により、廃案とな

った。だが、自民、民主、公明、みんな、維新な

どは、背番号導入には大賛成である。これから

は、社民、共産に加え、未来がぶれなければ反対

勢力になるのではないか。

共通番号法案の廃案は、フラット・モデルの共

通番号を、国民が今一度原点に立ち戻って考える

時間を与えてくれたのではないか。共通番号は成

りすまし犯罪ツールにならないのか、プライバシ

ー保護の観点から大丈夫なのか、自由を犠牲にし

共通番号で徹底監視された国家は国民を幸せにす

るのか等々、精査すべき課題も多い。本書『共通

番号制度のカラクリ』は、フラット・モデルの共

通番号の是非を考える際の重要な資料を提供する

時機を得た書物である。

◆　第１部

「第１部　Ｑ＆Ａ　共通番号制度を読み解く」

は、水永誠二弁護士の執筆による。背番号とＩＣ

カードの問題をＱ＆Ａのかたちで分かりやすく解

説している。共通番号やＩＣカードの仕組みか

共通番号制度のカラクリ
田島泰彦、石村耕治、白石孝、水永誠二　編

（現代人文社、２０１２年１１月）
（四六判　 ２２４頁、ＩＳＢＮ：978-4-87798-528-8　 １，７００円＋税）

平野信吾（PIJ常任運営委員）

～
新
刊
紹
介
～
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ら、民間利用への拡大、プライバシー保護問題、

費用対効果を含むＩＴ利権（ハコモノ公共工事）

との絡みなど、危うい制度の基本を紹介している。

◆　第２部

「第２部　共通番号制度で暮らしは便利になる

のか」では、医療の視点からは知念哲氏が、課税

の視点からは辻村祥造税理士が、社会保障の視点

からは黒田充氏がそれぞれ、共通番号制度を批判

的に解説している。第２部を読むと、共通番号導

入勢力が言う背番号管理による〝効率化〟、〝濫

用の監視〟のためのＩＴ技術の活用といった宣伝

文句や短絡的な思考の問題点が浮き彫りになって

くる。とりわけ、総合合算制度や共通番号の納税

者番号への転用など、医療・社会保障給付・課税

の適正化を旗印にすすめられようとしているＩＴ

化計画が、際限のない巨額の税金の投入につなが

るというカラクリが見えてくる。効率化の掛け声

の裏ですすむ産業利権の拡大、ムダ遣い計画に政

治がまったく無力であることを教えてくれる。ま

た、共通番号による「きめ細かく的確な」給付の

ための監視計画が、「皆で支え合う」という社会

保障の原点を喪失させるキーワードと化している

カラクリも読み取れる。

◆　第３部

「第３部　共通番号制度の目指す社会とは」で

は、住基ネットと共通番号制度との違いについて

は白石孝氏が、新たな在留管理制度と共通番号制

度との問題点については西邑亨氏が、そして共通

番号制度と秘密保全法との包括的な把握について

は瀬川宏貴弁護士が、解説している。共通番号制

を推進している議員でも住基ネットと共通番号制

度の違いがよくわからない人もいる。白石解説

は、行政と国民との間で番号がクローズしたかた

ちで使われる住基ネットと、行政・企業・国民の

間で番号がオープンで使われかつ情報連携基盤

（つまり、住基ネット訴訟最高最判決で違憲とな

るとされたデータ照合を実施するネット上の仕組

み）を導入する共通番号制度との違いを紹介して

いる。共通番号制度が監視ツールとしての危険度

が格段に高いことを知らせてくれる。また、西邑

解説は、外国人住民を含め共通番号管理に置く仕

組みの構築、さらに瀬川解説では、官僚が頂点に

立って治める監視国家と秘密国家の成立に向けて

共通番号制度と秘密保全法が一体となってすすん

でいる実態を暴いている。

さらに、「言葉の変調」では、小笠原みどり氏

が、番号反対から賛成へ転じるメディアの姿勢を

批判的に紹介している。元朝日新聞社にいた人の

解説だけに、番号制をめぐるマスコミの変節過程

を知るためにも有用である。

これら第３部に盛られた解説を読めば、この国

は、国家が「国民情報」を番号で集約管理する一

方で、「国家の情報」を国民やメディアに〝知ら

しむべからず〟といった誤った方向に走っている

ことがわかる。また、国防軍創設とか、改憲で武

装化を目指す勢力が、共通番号制度へ賛成してい

る現状からして、共通番号の導入をゆるせば、番

号で集約・国家管理された個人情報の〝軍用〟徴

発も危惧される。「言葉の変調」を読めば、「歴

史は繰り返す」の言葉は頭をよぎる。かつての体

制翼賛に加担したメディアの危うさを再認識せざ

るを得ない。

◆　第４部

「第４部　グローバルな視点からの番号制度の

あり方を探る」では、石村耕治氏（アメリカ、ド

イツ、オーストリア、スウェーデン）や小笠原み

どり氏（韓国）が、各国の番号制度や問題点を分

かりやすく紹介している。

わが国の共通番号制度（案）では、番号を見え

る化し、取引の相手方に提示する「フラット・モ

デル」を採用するように提案している。しかし、

現在、フラット・モデルを採用するアメリカ、ス

ウェーデン、韓国のいずれにおいても、「成りす

まし」犯罪対策に手を焼いている。アメリカ連邦

議会は深刻化する成りすまし犯罪に手を焼いてい

るが、いまだ抜本策を見出すには至っていないこ

とを教えてくれる。政府諸機関や消費者なども、

番号を不正に使った成りすまし犯罪対策に膨大な

テマ・コストをかけている。にもかかわらず、状

況は改善していないようだ。

石村解説からもわかるように、アメリカの国防

総省は、フラット・モデルの社会保障番号（ＳＳ

Ｎ）の利用を止めて、セパレート・モデル・分野

別番号である「国防総省本人確認番号（DOD ID

Number）」に転換している。連邦課税庁（内国

歳入庁・ＩＲＳ）も、成りすまし犯罪の深刻さに

衝撃を受け、成りすまし犯罪の被害を受けた納税

者向けに、セパレート・モデル・分野別番号であ

る「身元保護個人納税者番号（ＩＰＰＩＮ）」の

発行を開始している。

こうしたアメリカの実情を見れば、一つの番号
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を多目的利用（汎用）するフラット・モデルの共

通番号は、成りすまし犯罪者の餌食になる可能性

が高く、時代遅れの危ない番号制度であることが

わかる。同じく共通番号を採用するスウェーデン

や韓国（住民登録番号）も、国民のプライバシー

保護環境は極めて悪化、深刻な状況にあることが

紹介されている。「対岸の火事」と言ってはいら

れない。

こうした問題が起こらないようにするには、医

療、納税、年金など各分野別の番号（セパレー

ト・モデル）の番号を使うべきである。また、仮

にそれぞれの分野での番号を紐付けする必要があ

るというのなら、現在ある住基ネットの番号を暗

号化して使い、情報のリンケージも可能である。

石村解説によれば、オーストリアが採用する「セ

クトラル・モデル」を参考にアレンジすれば、現

行の番号制度をそのまま活用して実現できる、と

途を示している。

ともかく、共通番号を見える化、オープンにし

て、相手方に提示して幅広い取引に使う提案は、

絶対にやめるべきである。こんな無防備な危ない

番号制を導入して、国民を成りすまし犯罪の危険

にさらすのは、まさに「政府の犯罪」といえる。

各国で問題が多発しているフラット・モデルの

共通番号に固執するのは、政産官学が一体となっ

て、新たな「ハコモノ公共工事」に血税をジャブ

ジャブ注ぎたいからであろう。自民党は、消費税

増税を前提に国土強靭化計画に２００兆円もの血

税注入を唱えている。また、震災にも役立つ（？）

生体認証型のＩＣカードの携行を義務化する国民

総背番号制の導入を唱えている。この自民の提案

は、本書第４部で田島泰彦氏が簡潔に紹介するイ

ギリスの労働党政権が導入し政権交代で廃止にな

った「国民ＩＤカード制度」にも相通ずるところ

がある（詳しくはＣＮＮニューズ５５号、６２号

参照）。

◆　カラクリ

本書を読めば、共通番号制度は、私たち国民に

かけがえのない人権や自由を犠牲にしてまで導入

すべきツールでないことがわかる。また、共通番

号ではなく、安心・安全でコストがかからない番

号制の確立も可能であることが分かる。にもかか

わらず、政産官学がグルなって、「社会保障と税

の一体改革」をお題目に唱え、新たな共通番号と

いう「ハコモノ公共工事」「血税のムダ遣い」を

画策している。それこそ「国民の生活が第一」な

ど真っ赤なウソで、「ＩＴ産業利権が第一」その

ものである。こんなツールの導入をゆるせば、国

民はデータ監視社会のモルモット扱いされるだけ

でなく、成りすまし犯罪対策などに膨大なツケを

払わされるのは目に見えている。

「共通番号でも、厳罰と第三者機関があるので

悪用には歯止めをかけられる」といった短絡的な

宣伝が行われている。こうした宣伝こそ、まさに

「導入のための呼び水」、「カラクリ」である。

税理士会や政府寄りの学者はこうしたカラクリを

黙認、迎合する傾向がある。だが、人権や自由は

人間の尊厳にかけがいのないものである。本書で

田島氏が繰り返し指摘しているように、「情報は

市民のもの」が原点である。共通番号制度は、こ

の原点をひっくり返し、「情報はお上のもの」に

換えるツールである。私たち国民はもちろんのこ

と、メディアにも、こうしたカラクリに迎合する

ことなく、この原点を護る任務が強く求められて

いる。

季刊・CNNニューズは、PIJの会員
（年間費1万円）の方にだけお送りして
います。入会はPIJの口座にお振込み下
さい。

・納税者権利憲章の制定どころか

真逆の税務調査強化策を実施し、

消費税増税まで決めた野田前民主

党政権。国民は「負の決断」に振

り回された３年であった。
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